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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 （百万円） 66,304 65,093 61,134 54,570 46,363

経常利益 （百万円） 2,098 525 1,091 873 2,809

当期純利益又は

当期純損失（△）
（百万円） 744 △1,932 △76 △2,545 △1,971

純資産額 （百万円） 28,081 24,895 24,379 21,381 18,331

総資産額 （百万円） 45,967 40,363 39,622 37,369 23,672

１株当たり純資産額 （円） 1,404.90 1,284.49 1,257.93 1,103.20 945.90

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 37.23 △97.61 △3.94 △131.34 △101.74

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 61.1 61.7 61.5 57.2 77.4

自己資本利益率 （％） 2.7 － － － －

株価収益率 （倍） 22.03 － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 102 1,395 △1,177 △3,329 408

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7 △3,678 1,077 4,054 131

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,138 △1,581 1,516 840 △4,806

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 11,001 7,128 8,560 10,130 5,869

従業員数

（外、平均臨時

雇用者数）

（人）
798

(627)

814

(641)

656

(634)

559

(590)

367

(464)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第29期は潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有

しないため、記載しておりません。また、第30期、第31期、第32期および第33期は潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

３　第30期、第31期、第32期および第33期の自己資本利益率および株価収益率につきましては、当期純損失である

ため、記載しておりません。

４　第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高又は営業収益 （百万円） 38,128 36,195 34,116 5,601 1,653

経常利益 （百万円） 1,626 358 1,936 693 951

当期純利益又は

当期純損失（△）
（百万円） 719 △1,881 822 △4,477 △2,023

資本金 （百万円） 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600

発行済株式総数 （千株） 21,034 21,034 21,034 21,034 21,034

純資産額 （百万円） 28,053 24,917 25,265 20,302 17,199

総資産額 （百万円） 34,507 31,031 31,994 22,971 17,618

１株当たり純資産額 （円） 1,403.50 1,285.62 1,303.60 1,047.55 887.48

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間

配当額）

（円）
30.00

(－)

30.00

(－)

30.00

(－)

30.00

(－)

30.00

(－)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失（△）
（円） 36.02 △95.06 42.44 △231.01 △104.39

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 81.3 80.3 79.0 88.4 97.6

自己資本利益率 （％） 2.6 － 3.3 － －

株価収益率 （倍） 22.77 － 23.47 － －

配当性向 （％） 83.3 － 70.7 － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
396

(138)

418

(130)

306

(117)

20

(2)

23

(2)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、第29期は、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を

有しないため、記載しておりません。また、第30期、第31期、第32期および第33期は、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

３　第30期、第32期および第33期の自己資本利益率、株価収益率および配当性向につきましては、当期純損失であ

るため、記載しておりません。

 　　　 ４　第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

　　　　　　および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

　　　　　　号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

年月 概要

昭和50年11月 ㈱関西ゴールデンユニバーサルを神戸市生田区（現　中央区）に設立し、レディースインナーの販

売を開始。

昭和52年９月 本店を神戸市葺合区（現　中央区）に移転。

昭和52年12月 「株式会社シャルレ」に商号変更。

昭和55年２月 東京営業所を設置。

昭和57年９月 東京営業所を東京支店に改称。

昭和57年10月 福岡営業所を設置。

昭和57年11月 流通センターを神戸市中央区に設置。

昭和58年５月 札幌営業所を設置。

昭和58年９月 本店を現在地（神戸市中央区）に移転。

昭和60年３月 札幌配送センターを札幌市に設置。

昭和60年10月 仙台営業所を設置。

昭和61年４月 船橋営業所を設置。

昭和62年８月 流通センター（平成元年８月に、新在家配送センターと改称）を神戸市灘区に移転。

昭和63年４月 名古屋営業所を設置。

昭和63年９月 大阪営業所、神戸第一営業所、神戸第二営業所を設置。

平成元年２月 ㈱マクシャルを吸収合併。

平成元年４月 日本橋営業所、三田営業所、新宿営業所、横浜営業所を設置。船橋営業所を廃止。

平成元年８月 シャルレ流通センターを神戸市須磨区に設置。

平成２年３月 本社を神戸市須磨区に移転。

平成２年４月 東京支店を廃止。

平成２年10月 社団法人日本証券業協会（現　日本証券業協会）に登録。

平成３年４月 高崎営業所を設置。神戸第二営業所を広島市へ移転し広島営業所を設置。福岡営業所を福岡第一営

業所と福岡第二営業所に分割。

平成３年７月 福岡配送センターを福岡市東区に設置。

平成７年２月 新在家配送センターが阪神・淡路大震災により被災したため廃止し、六甲配送センターを神戸市

東灘区に設置。

平成７年４月 京都営業所を設置。

平成７年７月 一宮配送センターを愛知県一宮市に設置。

平成８年２月 六甲配送センターを廃止し、須磨配送センターを神戸市須磨区に設置。

平成９年４月 静岡営業所を設置。

平成10年４月 高松営業所を設置。

平成10年11月 大阪証券取引所（現　株式会社大阪証券取引所）市場第二部に上場。

平成11年１月 福岡配送センターを福岡県糟屋郡に移転。

平成11年３月 一宮配送センターを廃止し、埼玉配送センターを埼玉県行田市に設置。

平成11年４月 組織変更に伴い全営業所をオフィスに名称変更し、同時に福岡第一営業所と福岡第二営業所を福

岡オフィスとして統合。

平成14年１月 須磨配送センターを廃止し、シャルレ流通センターに統合。

平成15年１月 ㈱シンワの株式を取得し、子会社化。

平成15年８月 高崎オフィス、日本橋オフィス、三田オフィス、新宿オフィス、横浜オフィスを東京都港区に集約移

転し、東京第一オフィス、東京第二オフィス、東京第三オフィス、東京第四オフィス、東京第五オ

フィスに名称変更。

平成16年４月 名古屋オフィスを名古屋第一オフィスと名古屋第二オフィスに分割。

福岡オフィスを福岡第一オフィスと福岡第二オフィスに分割。

平成17年３月 ㈱シンワの商号を「株式会社エニシル」に変更。

 平成18年６月 当社事業（レディースインナー等卸売事業）を新設分割方式により新設した㈱シャルレに承継

し、商号を「株式会社テン・アローズ」に変更して持株会社体制へ移行。

 平成19年11月 ギフト卸売事業を新設分割方式により新設した㈱エニシルに承継し、その新設会社を当社企業グ

ループ外に譲渡。
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３【事業の内容】

　当社企業グループは、レディースインナー等卸売事業の㈱シャルレを中核として構成されております。

　平成19年11月30日付で、ギフト卸売事業を新設分割方式により新設した㈱エニシルに承継し、その新設会社を当社企

業グループ外に譲渡いたしました。

　当社は、平成20年10月1日（予定）を期日とするレディースインナー等卸売事業の吸収分割による事業持株会社への

移行に関して、平成20年4月30日開催の当社取締役会において、分割契約を承認し、併せて事業持株会社となる当社の

商号を「株式会社シャルレ」に変更することを決議しました。

　なお、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会において、「吸収分割承認の件」および「定款一部変更の件」が承

認されました。

　当社企業グループの当連結会計年度末現在の主な事業内容は、次のとおりであります。

(1）レディースインナーを主体とする衣料品および化粧品等の卸売事業

　商品は、国内、海外の協力工場で生産され、ビジネスメンバー（代理店・特約店・ビジネスメイト）を通じてメイ

ト（消費者会員）および一般消費者へ、「ホームパーティー形式の試着会」により販売しております。

(2）その他の事業

　インターネット通信販売事業等を営んでおります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱シャルレ 神戸市須磨区 480
レディースイン

ナー等卸売事業
100.0

ロイヤリティ収入、不動

産賃貸料収入等

役員の兼任１名

　

　（注）１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記以外に小規模な連結子会社が６社あり、連結子会社の数は合計７社であります。

３　上記以外に小規模な持分法適用関連会社が１社あります。

４　㈱シャルレおよび㈱ＢＥは、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えておりますが、当該連結子会社の売上高は、事業の種類別セグメントの売上高に占める割合が

90％を超えているため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

５　㈱シャルレ、㈱ＢＥおよび香羅奈（上海）国際貿易有限公司は、特定子会社であります。

５【従業員の状況】

(1）連結会社における状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

レディースインナー等卸売事業  336（111）

ギフト卸売事業  6（340）

その他の事業 2  （6）

全社（共通）  23  （7）

合計 367（464）

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）は、臨時従業員の最近の１年間の平均雇用人員を外書きしております。

３　主にギフト卸売事業を当社企業グループ外に譲渡したことにより、従業員数が前連結会計年度末と比べ192名

減少いたしました。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

23（2） 42.2 14.9 8,352

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の（　）は、臨時従業員の最近１年間の平均雇用人員を外書きしております。

３　平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は、円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

　　当連結会計年度における日本経済は、前半こそ企業収益の改善や雇用状況の改善により緩やかな回復基調で推移し

てきたものの、後半にかけては、原油価格の高騰、それに伴う製品価格の上昇、また、サブプライム問題に端を発した

米国金融経済の混乱、さらには為替環境の変化により、先行きに不透明感が増してきております。

　　このような環境のもと、当社企業グループは、平成19年6月の株主総会後の新たな経営体制において、企業価値の向

上を図るべく、業績の回復を最優先事項と位置付け、積極的な事業運営を進めてまいりました。

　　当連結会計年度における当社企業グループの売上高は463億63百万円（前連結会計年度比15.0％減）、営業利益は25

億48百万円（同391.2％増）、経常利益は28億9百万円（同221.8％増）となりました。なお、売上高の大幅な減少は、

平成19年11月30日付で、ギフト卸売事業を営む株式会社ＢＥ(旧商号：エニシル)のギフト卸売事業を新設分割して、

その新設会社の全株式を当社企業グループ外に譲渡したことによるものであります。

　　また、そのギフト卸売事業の譲渡の際に生じた債権放棄をはじめとする、子会社の事業整理等に係わる特別損失27

億39百万円や、レディースインナー等卸売事業における「シャルレスポーツ」ブランドのたな卸評価損・処分損8

億12百万円の計上、および商品カタログ等の表記誤りによる商品自主回収に伴う費用等5億38百万円を特別損失に

計上したことにより、当期純損失は19億71百万円（前連結会計年度は25億45百万円の純損失）となりました。

（レディースインナー等卸売事業）

　　レディースインナー市場におきましては、年々企業間競争が激化してきており、市場環境は一段と厳しさを増し、引

き続き厳しい経営状況が続いております。

　　このような環境のもと、子会社シャルレは創業の精神である「お客様第一主義」を貫くことを再認識するととも

に、ビジネスメンバー（代理店、特約店、ビジネスメイト）への徹底した意識の共有化を継続して実施してまいりま

した。

　　また、商品開発におきましては一貫して「きごこちの良さ」を商品づくりの基本として、お客さまに満足していた

だける商品の提供を心がけてまいりました。

　当連結会計年度では新シリーズとして、「花シャルレ」シリーズを10月に発売いたしました。また、以前よりご要

望の高かった乳がん対応商品やコンチネンスケア商品を発売いたしました。化粧品におきましては「エタリテ」ブ

ランドの限定セットを発売し、愛用者の維持・拡大をを図りました。

　　営業施策面につきましては、需要の喚起を目的に、春先より「シャルレ春夏ギャラリー」を開催し、また、シャルレ

ビジネス本来の「組織の活性化」と「販売力の強化」を目的に「ステップアップコンテスト」を9月～11月の3ヶ

月間実施するなど、ビジネスメンバーの意欲の喚起を図りました。

　　このように積極的な事業活動を展開し、業務の進捗としては順調に推移したものの、レディースインナー等卸売事

業における売上高は289億99百万円（前連結会計年度比2.3％減）となりました。また、営業利益は商品仕入原価の低

減および一般管理費の削減効果により29億83百万円（同36.2％増）となりました。

（ギフト卸売事業）

　　ギフト業界におきましては、ギフト習慣の変化と他業種との競争激化により、引き続き厳しい事業環境が続いてお

ります。このような環境の中、子会社ＢＥは「お客さまが真ん中」という視点で、ギフトを通じて「ありがとうの

ネットワークを創造する」ことを理念とした経営を推進してまいりました。

　　営業施策面につきましては、プレミアム食材や、こだわり素材の限定ブランドを充実させた「2007 お中元カタロ

グ」や「2007お歳暮カタログ」を発刊し、新規販売店の開拓を積極的に行いました。また、不採算ビジネスの見直し

に注力する一方、徹底的な経費削減に努めてまいりました。そのような中で、当社企業グループの事業再編の一環と

して、かつ、競争が激化するギフト卸売業界で当該事業をさらに発展させるため、平成19年11月30日付で株式会社Ｂ

Ｅのギフト卸売事業を新設分割して、その新設会社の全株式を当社企業グループ外に譲渡いたしました。
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　　このように事業基盤を整備しつつ、事業発展のための事業譲渡を行った結果、売上高は172億68百万円（前連結会計

年度比29.9％減）となりました。また、営業利益は、一般管理費の削減効果などにより、19百万円（前連結会計年度は

10億77百万円の営業損失）となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ42億60百万円減少し、58億69百万円と

なりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、4億8百万円となりました。主な要因は、事業整理損26億59百

万円、たな卸資産の減少額11億33百万円、敷金保証金の増加額13億47百万円、法人税等の支払額18億45百万円であ

ります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によって得られたキャッシュ・フローは、1億31百万円となりました。主な要因は、有価証券の売却・償

還による収入14億54百万円、定期性預金の増加額10億65百万円であります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によって使用されたキャッシュ・フローは、48億6百万円となりました。主な要因は、短期借入金の減少

額39億99百万円、配当金の支払5億54百万円であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社企業グループは、主として衣料品、化粧品およびギフト商品等の卸売を業としているため、生産および受注の状

況は該当ありません。

(1）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントおよび品目別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

レディースインナー等卸売事業    

ファンデーション 7,017 15.1 103.3

レッグニット 2,960 6.4 92.8

肌着・ショーツ 7,738 16.7 100.8

ランジェリー 334 0.7 111.7

ナイティ・水着・アウター等 4,670 10.1 121.5

スポーツ 653 1.4 42.2

チャイルド 209 0.5 82.1

タオル 809 1.8 101.7

ギフト 276 0.6 65.5

化粧品 3,389 7.3 91.5

その他 940 2.0 80.6

小計 28,999 62.6 97.7

ギフト卸売事業 17,268 37.2 70.1

その他の事業 94 0.2 40.2

合計 46,363 100.0 85.0

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手先はないため、相手先別販売実績については記載を省略し

ております。

３　ギフト卸売事業は管理システム上、品目別に分類することが困難であるため、総額のみを記載しております。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントおよび品目別に示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 構成比（％） 前年同期比（％）

レディースインナー等卸売事業    

ファンデーション 4,126 14.3 109.5

レッグニット 1,709 5.9 82.4

肌着・ショーツ 4,779 16.6 114.5

ランジェリー 204 0.7 155.1

ナイティ・水着・アウター等 2,135 7.4 86.7

スポーツ 452 1.6 29.0

チャイルド 123 0.4 79.6

タオル 473 1.7 73.6

ギフト 167 0.6 82.0

化粧品 753 2.6 71.3

その他 812 2.8 62.6

小計 15,737 54.6 89.8

ギフト卸売事業 13,032 45.2 68.0

その他の事業 49 0.2 24.8

合計 28,819 100.0 78.1

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　ギフト卸売事業は管理システム上、品目別に分類することが困難であるため、総額のみを記載しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　
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３【対処すべき課題】

当社企業グループは、「女性の美と健康への貢献」に関連する事業の発展に向け、以下の課題に取り組みます。

(1）レディースインナー等卸売事業の売上拡大

　レディースインナー等卸売事業につきましては、従来からの売上下降トレンドの改善を重要課題とし、経費削減

との相乗効果による、磐石な経営基盤の確立を目指します。

　そのため、子会社シャルレを中心として、シャルレブランドの強化と愛用者の拡大を目的とする新たな中期経営

計画を昨年末に策定し、その計画に基づき、「お客様第一主義」を徹底することによる魅力のある商品開発と時

代や社会の流れにあったサービスの環境整備をこれから実行してまいります。

　また、子会社シャルレとしましては、商品の品質の向上や、商品カタログ等の適切な表記を徹底するため、シャル

レの商品の訴求価値を再確認し、ものづくりのコンセプトの明確化とプロセスの整備をするとともに、品質会議

を開催するなど商品の品質と商品カタログ等の表記を組織的にチェックする仕組みを構築し、品質等の管理に関

して標準化、制度化した運用を行ってまいります。また、定期的に業務監査を行い担当部署以外の者が業務内容を

検証する体制を構築いたします。

(2）コーポレートガバナンスの強化と経営の機動性の向上

　当社は平成18年6月28日開催の第31回定時株主総会後に委員会設置会社に移行し、経営監督機能の強化と機敏な

意思決定が可能な体制を確立いたしました。取締役会に加えて、社外取締役によって構成される監査委員会、指名

委員会および報酬委員会を設置して経営の監督にあたるとともに執行役に業務執行権限を委譲することで、機動

的かつ効率的な運営を実施できる体制を確立しております。

　今後も従前以上に経営の透明性を高め、上場企業として株主の視点に立った適切な情報開示を適時に行うこと

に努めてまいります。

(3）内部統制体制の充実

　当社はグループ監査室を設置して、業務の適正を確保するための内部統制体制の構築に努めてまいりました。今

回、金融商品取引法の施行を機に同法の要請する内部統制の構築と運用を目指して、より一層の努力を継続して

まいります。

　また、当社といたしましては、内部統制体制の構築と運用を単に法的要請に応えるための仕組みとしてだけでは

なく、経営戦略や事業目標を組織として達成させるための必須の手段として認識しており、その最終目的は企業

価値を高め、株主の皆さまの負託にお応えすることと考えております。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月26日）現在において当社企業グルー

プが判断したものであります。

(1）販売方法に関するリスク

当社企業グループの主たる事業のレディースインナー等卸売事業は訪問販売業界に属しております。最近は女

性の社会進出による在宅率の低下や、消費者の中には訪問販売を好まれない方も増えていることから、現在の販

売方法だけでは、売上が減少する可能性があります。さらに売上の低迷が続いた場合、ビジネスメンバー（代理

店、特約店）の小粒化や稼働数の減少を招くことになります。特に、一般の主婦が中心の特約店は家庭の収入が減

少傾向にある社会情勢において安定的な収入を得られる仕事を求める傾向が強くなることから、稼働数が減少す

る可能性があり、当社企業グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2）生産国の経済状況、政治不安に関するリスク

当社企業グループの主たる事業のレディースインナー等卸売事業において、中国等アジア地域での生産商品比

率が半数以上あります。そのため、生産国における経済状況・政治不安などにより、生産計画や品質管理体制に問

題が生じた場合には、当社企業グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3）法的規制に関するリスク

当社企業グループの主たる事業のレディースインナー等卸売事業は訪問販売業界に属しており、ビジネスメン

バーと消費者との間に生じるトラブルを未然に防止するため、「特定商取引に関する法律」により販売方法等の

規制を受けております。また取扱商品の化粧品につきましては、「薬事法」の規制を受けております。

さらに、当社企業グループ各社の事業は、消費者との契約に関する「消費者契約法」や「独占禁止法」、「個人

情報保護法」、「製造物責任法」および、各事業に関する法令全般で規制されています。このため、これらの法令

が強化された場合には、各社の事業に影響を及ぼす可能性があります。
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(4）需要動向の変化によるリスク

当社企業グループ各社の事業は、そのマーケットの大半が国内市場であります。従いまして、国内における景気

動向・消費動向等の経済状況、同業や異業態の小売業他社との競争状況、加えて冷夏や暖冬などの天候不順等に

よっては、需要の影響を受け、当社企業グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5）コンピューターシステムに関するリスク

当社企業グループ各社の事業は、業務のほとんど全てにおいてコンピューターを使用しております。システム

障害が発生した場合、その規模によっては事業運営の停止及び復旧に要する費用等により、当社企業グループの

業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(6）自然災害や事故のリスク

当社企業グループは、国内外の各地で生産される商品を販売しております。地震などの自然災害あるいは火災

などの事故によって、当社企業グループの製造委託工場の設備や商品に壊滅的な被害を被った場合には、当社企

業グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

　

(7）会計制度・税制等の変更リスク

当社企業グループが予期しない会計基準や税制の新たな導入・変更があった場合には、業績、財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

(1）㈱シャルレは、販売先である代理店と「代理店契約」を締結しております。

契約の本旨 販売システムに基づき、代理店が正しくメンバー（特約店・ビジネスメイト・メイト）および消

費者に取扱商品を販売し、かつメンバーを育成、指導し、発展することを目的としております。

契約先 代理店

取扱商品 レディースインナー及び化粧品等の㈱シャルレの全商品

契約期間 １ヶ年（自動継続）

(2）当社は平成19年９月20日にシャディ㈱および当社並びに当社子会社である㈱エニシルとの３社間で「株式及び

債権譲渡契約」を締結し、㈱エニシルは平成19年11月30日付で新設分割による新設会社を設立し、その株式及び

債権をシャディ㈱へ譲渡いたしました。

　　当連結会計年度において、株式の売却により、㈱エニシル、㈱ワイズおよび㈲グッディハウスが連結子会社でなく

なったことに伴う売却時の資産および負債の内訳、並びに各社株式の売却価額と売却による収入は、次のとおり

であります。

 ㈱エニシル
（百万円）

㈱ワイズ
（百万円）

㈲グッディハウス
（百万円）

合　計
（百万円）

流動資産 6,359 48 9 6,417

固定資産 3,278 2 0 3,281

流動負債 △8,347 △55 △1 △8,404

固定負債 △1,043 － △0 △1,043

株式売却損（△）益 △246 3 △8 △250

株式売却価額 0 － － 0

現金及び
現金同等物

△1,547 △27 △9 △1,583

株式の売却に伴う

売却先への当社債権の譲

渡による収入　

1,634 － － 1,634

差引：売却による収入 86 △27 △9 50

(3）当社は、レディースインナー等卸売事業の吸収分割による事業持株会社への移行に関して、平成20年4月30日開

催の取締役会において、平成20年10月1日を効力発生日とした「吸収分割契約」を締結することを決議し、同日こ

れを締結いたしました。また、吸収分割時に、当社は㈱シャルレに商号変更する予定です。

　　なお、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会において、「吸収分割承認の件」および「定款一部変更の件」が
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承認されました。

 　 当該吸収分割の概要につきましては、「第５経理の状況　１連結財務諸表等」の重要な後発事象および「第５　

経理の状況　２財務諸表等」の重要な後発事象に記載しております。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月26日）現在において当社企業グループが

判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社企業グループの財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して作成してお

ります。その作成にあたっては、当社経営陣による会計方針の選択、適用、決算日における財政状態および経営成

績に影響を与えるような会計上の見積りを必要としております。

  ただし、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき、見積りおよび判断を行っております

が、見積り特有の不確実性があるため、これらの会計上の見積りと異なる場合があります。

　

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

 ①資産、負債および純資産の状況

　総資産は、ギフト卸売事業の譲渡による減少96億98百万円、有価証券の減少38億44百万円等により、前連結会計

年度末に比べ136億97百万円減少し、236億72百万円となりました。

　負債は、ギフト卸売事業の譲渡による減少94億47百万円、未払法人税等の減少8億34百万円等により、前連結会計

年度に比べ106億47百万円減少し、53億40百万円となりました。

　純資産は、当期純損失19億71百万円、剰余金の利益配当5億81百万円、その他有価証券評価差額金の減少4億97百

万円等により、前連結会計年度に比べ30億49百万円減少し、183億31百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の57.2％から77.4％に増加しました。

　

 ②売上高

　当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比15.0％減の463億63百万円となりましたが、平成19年11月30日付け

でギフト卸売事業を当社企業グループ外へ事業譲渡したため、同セグメントにおきましては期初から株式譲渡（

9ヶ月）までの成績となっております。

　レディースインナー等卸売事業の売上高におきましては、ご愛用いただいております消費者のニーズ、リピート

注文に的確にお応えできるよう、発売後の商品に関しては極力、機能性、きごこちを変化させず必要最小限の改廃

のみを行い、長くご愛用いただける販売政策を創業以来続けております。

　しかしながら、近年はブラジャー、ガードルといったファンデーション類や肌着、ショーツ類の主力商品の苦戦

が続いております。これは、当社の優位性の一つであった補整機能を持った商品の競争が激化したことで、シーズ

ンごとに新商品を投入する当業界にあっては、多様化する消費者の嗜好に対応しきれず、優位性が薄れつつある

と分析しております。

　そのような中、当連結会計年度では新シリーズ商品として「花シャルレ」シリーズを新たに発売し、発売初年度

としましては順調に推移しており、今後、新たな基幹商品と位置付け、市場への定着と販売拡大に向け販促を行っ

てまいります。また、乳がん対応商品やコンチネンスケア商品を初めて発売し、売上高への貢献度は低かったもの

の企業の存在価値を示せた商品と評価しており、今後もできる限り消費者の声を反映させた商品作りを行ってま

いります。

　また、ギフト卸売事業につきましては、「お中元カタログ」「お歳暮カタログ」を発刊し新規販売店の開拓を積

極的に行い、不採算ビジネスの見直しに注力いたしました。
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③売上原価

　売上原価は289億64百万円となりました。売上高に対する売上原価の比率は62.5％となり、前連結会計年度に比べ

3.2ポイント改善されました。利益率改善の主な要因は、レディースインナー等卸売事業での海外生産商品へのシ

フトが進んだことによるものであります。

　なお、売上原価を構成する期末たな卸資産の中で、季越等の理由により著しく価額が低下し回復の見込みがない

と判断した商品については、過去の販売実績や今後の販売見込み等を勘案し必要な評価減を行い、期末たな卸高

を評価替え後の金額により計上しております。

　

④販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費は、148億50百万円となり前連結会計年度に比べ33億50百万円（18.4％）減となりました。

主な要因はギフト卸売事業の前連結会計年度において、固定資産の多くについて減損会計を適用したため、当事

業年度での償却費の負担が軽減されたこと、また希望退職に伴う従業員の減少による人件費の減少、およびシス

テム費が減少いたしました。レディースインナー等卸売事業におきましても、経費削減効果により販売促進費、地

代家賃、システム費、外部委託手数料等が減少いたしました。

　

⑤営業利益

　営業利益は25億48百万円となりました。売上高の減少はあったものの、売上原価の改善と販売費及び一般管理費

の削減効果が大きく影響し、前連結会計年度に比べ20億30百万円増加いたしました。これにより、売上高営業利益

率は5.5％となりました。

　

⑥営業外損益

　営業外収益につきましては、3億16百万円で前連結会計年度に比べ1億16百万円（27.0％）減少し、営業外費用は

55百万円となり、前連結会計年度に比べ23百万円（29.2％）減少いたしました。この結果、営業外損益におきまし

ては、2億60百万円となり、前連結会計年度に比べ93百万円（26.5％）減少しております。

⑦特別損益

　特別利益につきましては、39百万円となり、前連結会計年度に比べ8百万円（28.0％）増加いたしました。これは、

保険解約益の減少および投資有価証券売却益の発生等によるものであります。

　特別損失につきましては、41億6百万円となり、前連結会計年度に比べ2億33百万円（6.0％）増加いたしました。

主な内容は、ギフト卸売事業の事業譲渡に伴う債権放棄などの事業整理損26億59百万円、レディースインナー等

卸売事業の「シャルレスポーツ」ブランドのたな卸資産の評価損・処分損8億12百万円、および商品カタログの

表記誤りによる商品自主回収に伴う費用5億38百万円などを計上いたしました。

　

⑧税金等調整前当期純利益

　以上の要因により、税金等調整前当期純損失は、12億58百万円となりました。

　

⑨法人税等

　法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額などの税金費用は、7億13百万円となり、前連結会計年度に比べ8億

83百万円増加しました。法人税、住民税及び事業税の計上額は2億59百万円減少いたしましたが、レディースイン

ナー等卸売事業の法人税等調整額において、前連結会計年度から安定した課税所得を得る目途が立ったことによ

り、法人税等調整額を計上しましたが、当連結会計年度においても継続して計上しているため、法人税等調整額は

前連結会計年度と比較して大きく増加しました。

　なお、連結子会社各社ごとに繰延税金資産の回収可能性を客観的に判断し、評価性引当額を計上しております。

　

⑩当期純損失

　これらの結果、当期純損失は19億71百万円（前連結会計年度は25億45百万円の当期純損失）となり、１株当たり

当期純損失は、101円74銭の損失（前連結会計年度は131円34銭の損失）となりました。

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

「第2 事業の状況　4 事業等のリスク」に記載のとおりであります。
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（4）経営戦略の現状と見通し

　当企業グループは、平成19年11月30日付で、㈱ＢＥのギフト卸売事業を新設分割して、その新設会社（エニシル

の商号を譲渡）を当社企業グループ外に譲渡したことなどにより、企業グループを再編成してまいりました。今

後、当社企業グループは、㈱シャルレを中心に、「女性の美と健康への貢献」に関連する事業領域に集中し、経営

資源を有効活用することで、企業価値の向上を目指します。

　事業セグメント別の経営戦略の現状と見通しにつきましては、「第2 事業の状況　3 対処すべき課題」をご参照

ください。

　

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ42億60百万円減少し、58億69百万円

となりました。

なお、詳細につきましては、「第2 事業の状況　1 業績等の概要」をご参照ください。

　

（6）経営者の問題意識と今後の方針について

　経営者の問題意識と今後の方針につきましては、この文中に記載したほか、「第2 事業の状況　3 対処すべき課

題」をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度の設備投資の主な内容は、レディースインナー等卸売事業におけるＷＥＢサイト改良16百万円（ソ

フトウェア）、中華人民共和国の販売店舗に係る内装・什器等の店舗設備10百万円であります。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

　

 事業の種類別セグメントの名称

土地
建物及び
構築物
（百万円）

その他
（百万円）

帳簿価
額合計
（百万円）

従業員数
（人）面積

（㎡）
金額

（百万円）

本店

（神戸市中央区）

レディースインナー等卸売事業

その他事業

全社（共通）

1,700.65 258 345 2 607 －

本社事務所

（神戸市須磨区）

レディースインナー等卸売事業

全社（共通）
8,406.71 648 595 2 1,247 23

シャルレ流通センター

（神戸市須磨区）
レディースインナー等卸売事業 － － 432 － 432 －

厚生施設

（オーストラリアクイー

ンズランド州）

全社（共通） 1,950.00 101 68 5 175 －

　（注）１　上記金額は、有形固定資産の帳簿価額を記載しております。

２　シャルレ流通センターの土地面積および金額は、本社事務所に含まれております。

３　記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）国内子会社

子会社事業所名
（主な所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
建物及び構築
物
（百万円）

その他
（百万円）

帳簿価額合計
（百万円）

従業員数
（人）

㈱シャルレ

（神戸市須磨区）

レディースイン

ナー等卸売事業
事務所等 67 69 137 291

　（注）　リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

会社名 資産の種類
名称
数量

年間リース料
（百万円）

リース契約残高
（百万円）

リース期間

 ㈱シャルレ  工具器具備品
代理店情報端末システム機器一式 77 166 60ケ月

本社・オフィスコンピューター機器一式 26 53 48ケ月

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　当社が所有する設備の売却を下記のとおり決定しています。

事業所名

(所在地）

事業の種類別

セグメントの名称

期末帳簿価額

(百万円)
売却の時期

 厚生施設

（オーストラリアクイーンズランド州）
全社（共通） 175  平成20年６月

EDINET提出書類

株式会社　テン・アローズ(E02727)

有価証券報告書

16/86



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月26日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,034,950 21,034,950
大阪証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式

計 21,034,950 21,034,950 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成９年８月25日から

平成９年９月17日
△3,225 21,034 － 3,600 － 4,897

　（注）　上記取引は、旧商法第212条ノ２の規定に基づく自己株式の利益による消却による減少であります。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 12 10 44 13 1 4,258 4,338 －

所有株式数

（単元）
－ 10,990 30 59,980 7,389 5 131,822 210,216 13,350

所有株式数の

割合（％）
－ 5.23 0.01 28.53 3.52 0.00 62.71 100.00 －

　（注）１　自己株式1,654,615株は「個人その他」に16,546単元、「単元未満株式の状況」に15株含まれております。

２　「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が6単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈲サザンイーグル 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 3,802 18.08

㈱テン・アローズ 神戸市中央区港島中町七丁目７番１号 1,654 7.87

㈲オットー 兵庫県西宮市鷲林寺南町６番６号 1,581 7.52

林　雅晴 兵庫県西宮市 1,508 7.17

林　宏子 兵庫県西宮市 1,037 4.93

林　勝哉 兵庫県芦屋市 957 4.55

瀬崎　五葉 東京都渋谷区 954 4.54

林　達哉 兵庫県西宮市 954 4.54

林　達三 神戸市垂水区 504 2.40

林　トミエ 神戸市垂水区 473 2.25

計 － 13,429 63.85

　（注）　㈱テン・アローズ（自己株式）は、会社法第308条第２項の規定により、議決権を有しておりません。また、当該自

己株式のうち1,105千株は、今後の事業展開に備えて機動的な財務運営を行うことを目的に保有しているもので

あり、当該自己株式のうち548千株は、ストックオプション制度の終了に伴う株式譲渡請求権の失効および単元

未満株式の買取りにより保有しているものであります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

1,654,600
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

19,367,000

　

193,670 同上

単元未満株式
普通株式

13,350

　

－ 同上

発行済株式総数 21,034,950 － －

総株主の議決権 － 193,670 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義失念株式600株（議決権の数６個）が含

まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱テン・アローズ

神戸市中央区港島中町

七丁目７番１号
1,654,600 － 1,654,600 7.87

計 － 1,654,600 － 1,654,600 7.87

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得　　　　　　　　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 229 150,213

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ　　

　　　る株式数は含めておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,654,615 － 1,654,615 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ　　

　　　る株式数は含めておりません。 
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３【配当政策】

　当社企業グループは株主に対する利益配分を経営の重要課題と位置づけており、継続的かつ安定的な配当を行うこ

とを方針としております。この方針に基づき剰余金の配当回数につきましては年１回の期末配当を基本方針といたし

ます。

　当期におきましては、連結子会社の業績等を鑑み、事業整理損失および株式の評価損を計上したことなどにより、最

終利益は純損失となりましたが、利益配分の基本方針の下、当期の期末配当金につきましては30円に据え置くことと

いたしました。

　当社は取締役会の決議により「毎年 3月31日または 9月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または

登録質権者に対して金銭による剰余金の配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりますが、現在のところ中

間配当制度は実施しておりません。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成20年５月15日

取締役会決議
581 30

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 925 1,030 1,247 1,015 820

最低（円） 660 720 770 755 460

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 720 700 588 580 585 615

最低（円） 672 572 485 460 510 521

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】
 (1）取締役の状況 　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役 － 林　勝哉 昭和44年２月３日生

平成６年４月 伊藤忠商事㈱入社

（注）４ 957

平成12年４月 当社入社

平成16年６月 取締役

平成16年12月 代表取締役副社長 

平成18年３月 ㈱がいＳ代表取締役社長（現

任）

平成18年５月 当社取締役退任

平成19年６月 当社取締役兼代表執行役社長

（現任） 

㈱シャルレ代表取締役社長

(現任）

取締役 － 林　宏子 昭和13年１月17日生 

昭和50年11月 当社設立と共に常務取締役

（注）４ 1,037

昭和62年３月 取締役副社長

平成７年６月 代表取締役社長

平成15年６月 代表取締役社長兼最高経営責

任者

平成16年６月 代表取締役会長

平成16年12月 取締役会長

平成18年６月 代表取締役会長

平成18年６月 代表取締役会長退任

平成19年６月 当社取締役(現任)

取締役 － 木村　勝紀 昭和17年２月11日生

昭和41年３月 米国農務省外郭団体・アメリ

カ飼料穀物協会（U.S.

GRAINS COUNCIL）

（注）４ －
昭和44年３月 ㈱オールインワン入社

昭和54年５月 同社、代表取締役社長

平成11年５月 同社、相談役

平成11年12月 経営アドバイザー（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）　

取締役 － 林　達三 昭和20年１月18日生

昭和51年４月 林達三税理士事務所所長（現

任）
（注）４ 504

昭和61年８月 ㈱杉の子　代表取締役（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 － 水弘　純 昭和20年10月14日生

昭和44年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

（注）４ －

平成７年12月 日本オラクル㈱入社

平成10年３月 日本オラクル㈱　コンサルティ

ング本部長

平成14年６月 イー・ウェイブ・ソリュー

ションズ㈱　非常勤取締役（現

任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

    計 　 2,499

　（注）１　取締役　林勝哉は、取締役　林宏子の長男であります。

２　取締役　木村勝紀、林達三、水弘純は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

３　当社の委員会体制は次のとおりであります。　　

指名委員会　　委員長　水弘　純、委員　木村勝紀、委員　林　達三　　

監査委員会　　委員長　林　達三、委員　木村勝紀、委員　水弘　純

報酬委員会　　委員長　木村勝紀、委員　林　達三、委員　水弘　純

４　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
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 (２）執行役の状況 　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

執行役
代表執行役

社長

　

　

　

 林　勝哉

　

　

　

(1）取締役の状況

参照
同左 （注） 957

執行役 － 小田　義高 昭和34年３月18日生

昭和59年１月 当社子会社㈱マクシャル入社

（注） 7

昭和60年７月 当社転籍 

平成10年４月 経理部長 

平成13年４月 執行役員 

平成15年１月 ㈱エニシル取締役

平成15年６月 代表取締役最高執行責任者

平成16年12月 取締役最高革新・情報責任者

平成17年４月 取締役

平成19年１月 ㈱デスティネーション代表取

締役（現任）

平成19年６月 当社執行役（現任） 

執行役 － 岡本　雅文 昭和39年12月４日生 

平成元年４月 プロクター・アンド・ギャン

ブル・ファー・イースト・イ

ンク入社 

（注） －

平成13年７月 当社入社 

平成14年４月 ＮＰプロジェクト・マネー

ジャー 

平成15年４月 商品開発第３グループ・マ

ネージャー

平成16年４月 ㈱プレール代表取締役社長

平成16年12月 当社新規事業部　事業部長

平成17年３月 香羅奈（上海）国際貿易有限

公司　董事

平成18年４月 ㈱エヌ・エル・シーコーポ

レーション　代表取締役（現

任）

平成19年６月 当社執行役（現任）

執行役 － 橋本　欣也 昭和31年４月16日生 

昭和56年11月 当社入社 

（注） 0

平成11年４月 当社西メンバーサポートグ

ループ・マネージャー 

平成16年４月 当社執行役員

平成16年12月 当社シャルレビジネス事業部

　営業企画本部　本部長

平成19年４月 ㈱シャルレＣＳ執行部　副執

行部長

平成19年７月 ㈱シャルレ戦略本部　本部長

平成20年４月 当社執行役（現任）

平成20年４月 ㈱シャルレ執行役員　戦略推

進担当（現任）

    計 　 965

　（注）　平成20年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コンプライアンス規程を制定し、法令を遵守することはもとより、企業倫理を十分に認識し、かつ、社会規

範を尊重し、良識ある企業活動を心がけるための基本的事項を定めております。

　また、市民社会の秩序や安全に脅威を与えるいかなる反社会的勢力に対しても、組織的に毅然とした姿勢をもって

対峙し、その不当な要求については、関係機関とも連携し、事由の如何を問わずこれに応じない事の徹底を図ってお

ります。

〈コンプライアンス基本指針〉

　企業としての正しいあり方（企業倫理）を認識し、コンプライアンスを徹底した企業経営を実践することにより、

経営の透明性と健全性の高い企業活動を遂行し、企業ブランド価値をさらに高めることを目指します。 

　なお、当社は平成18年6月28日開催の第31回定時株主総会後に委員会設置会社に移行し、経営監督機能の強化と機

敏な意思決定が可能な体制を確立いたしました。取締役会に加えて、社外取締役によって構成される監査委員会、指

名委員会および報酬委員会を設置して経営の監督にあたるとともに執行役に業務執行権限を委譲することで、機動

的かつ効率的な運営を実施できる体制を確立しております。

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

〈監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項〉

監査委員会の職務を補助する組織として、内部監査部に監査委員会事務局を設置し、グループ全体の情報を収集

し、監査委員会に報告できる体制をとります。補助使用人としての内部監査部に、営業・商品・会計・法務等の知識

を有する要員を配置することで、監査委員会は取締役会を通じての限られた情報（付議基準に沿った内容）のみな

らず、幅広い情報を入手し、現状把握と意思決定に役立てます。　

〈取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項〉

監査委員会から命令を受けた監査委員会事務局は、その命令に関して取締役等他の指揮命令を受けないような体

制をとり、監査委員会事務局の人事異動については、監査委員会の同意を必要とします。

〈執行役及び使用人が監査委員会に報告するための体制、その他の監査委員会への報告に関する体制〉

執行役及び使用人は、監査委員が出席する取締役会の中で、四半期に一度、自己の職務の執行状況について、業務報

告を行います。また、上記以外の取締役会においても、取締役会付議事項、報告事項となる重要案件について、取締役

等より報告を受けられる体制を整備します。

〈その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制〉

当社は、監査委員全員を社外取締役とすることで監査の実効性（透明性等）が確保できるようにします。また、監

査委員会は、監査委員会事務局に対して調査を求めることができる体制を整備します。

〈執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制〉

執行役の職務に係る情報は、文書管理規程に従い、適切に運用します。また閲覧の必要がある場合は、申請のうえ閲

覧できるようにします。

〈損失の危険の管理に関する規程その他の体制〉

経営上のリスクが発生した場合は、取締役、執行役及び当該リスクに係る関係部署が集まり、事実の把握及び対応

策を検討できる体制にします。リスクの未然防止及び危機や緊急事態の発生時の対応については、内部通報制度、内

部監査制度、危機管理規程等の規程に従い運用します。また、内部通報制度については、四半期ごとに取締役、執行役、

監査委員会に運用状況を報告します。

〈執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制〉

社内規程（組織規程、稟議規程等）において、執行役の基本職務や決裁基準等の基準を定め、執行役が効率的に業

務が行える体制を整えます。
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〈執行役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制〉

当社は、コンプライアンス基本指針を設け、企業としての正しいあり方（企業倫理）を認識し、コンプライアンス

を徹底した企業経営を実践することにより、経営の透明性と健全性の高い企業活動を遂行し、企業ブランド価値をさ

らに高めることを全社員に徹底します。

また、「コンプライアンス規程」において、取締役、執行役や使用人が法令や企業倫理を理解し、守るための基本的

事項を定めます。

取締役、執行役や使用人が「法律違反」や「企業倫理の逸脱」の可能性を感じた場合に、具体的にどのような行動を

とれば良いかを「コンプライアンス相談・申告要領」に定め、相談窓口としては、社内のみならず、社外（法律事務

所）にも設け、より相談し易い環境を整備します。

〈当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制〉

当社は、四半期に一度、取締役会にて、企業グループ各社から事業報告を受けることにより、業務の適正を確保しま

す。また、執行役直轄のもと、内部監査部（７名）を事務局とし、企業グループの財務報告に係る内部統制の構築及び

運用を推進します。なお、定期的な内部監査による監査手続きを実施することで、企業グループ全体の業務にわたる

内部統制の効率性と有効性の確保に努めます。

コーポレートガバナンス体制模式図

(3）会計監査

　会社法に基づく会計監査人および金融商品取引法に基づく会計監査に監査法人トーマツを選任しております。

①業務を執行した公認会計士の氏名

　指定社員　業務執行社員：吉川　郁夫、尾仲　伸之

②会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　４名、会計士補等　７名

③責任限定契約

　当社は、平成18年6月28日開催の第31回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の責任限定契約に関する規定を

設けております。当社定款に基づき当社が会計監査人と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりでありま

す。

　「会計監査人は本契約締結後、その職責を行うにつき故意、または重大な過失があった場合を除き、44百万円また

は会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として受け、または、受けるべき財産上の利益の額の

事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額をもって、損害賠償責任を負担する

ものとする。」

　なお、定款の内容は次のとおりであります。

　「当会社は、会社法第427条第1項の規定により、会計監査人との間で、同法第423条第1項の損害賠償責任について、

法令に定める要件に該当する場合には、損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、金44百万円以内であらかじめ定められた額と法令の定める責任限度額とのいずれか高

い額とする。」
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(4）役員報酬および監査報酬

①役員報酬等

取締役および執行役に支払った報酬

　取締役に支払った報酬　 34百万円 (うち、社外取締役　15百万円)

　執行役に支払った報酬　 22百万円

　  　　　　　　合計　　 57百万円

（注）１　取締役の報酬額等は、平成18年6月28日開催の第31回定時株主総会において年額3億円以内とすること

が決議されております。

　　　２　取締役と執行役の兼務者については、執行役報酬を支給しておりません。

　　　３　上記のほか、平成19年6月27日開催の第32回定時株主総会の終結の時をもって退任いたしました取締役7名

に対して32百万円 (うち、社外取締役　6百万円)を報酬等で支払っております。

②監査報酬等の内容

監査法人トーマツに対する報酬

公認会計士法（昭和23年法律第103号）

第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　39百万円

上記以外の業務に基づく報酬　　　　　　　　 1百万円

(5）会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　取締役林達三は、当社と顧問税理士契約を締結しており、取締役就任後に顧問報酬として当事業年度に支払った額

は、6百万円であります。

(6) 取締役の定数

　当社の取締役は、15名以内とする旨および取締役に欠員を生じた場合においても法定数を欠かない限り次の定時

株主総会まで補欠選任を行わないことができる旨を定款で定めております。

(7) 取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって決する旨およびその選任決議は累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項について、株主総会の決議によっては定めず、取締

役会の決議によって定めることができる旨を定款で定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限と

することにより、機動的な資本政策および配当政策を図ることを目的とするものであります。

(8) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己株式の取得等

　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

②剰余金の配当等

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項について、株主総会の決議によっては定めず、取締

役会の決議によって定めることができる旨を定款で定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限と

することにより、機動的な資本政策および配当政策を図ることを目的とするものであります。

③取締役の責任免除

　当社は、会社法426条第１項の規定により、取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度にお

いて、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役の経営判断の萎縮

を防止し、積極的な経営参画を図ることを目的とするものであります。

(9) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定款に別段の定めがある場合を除き、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上によ

り決する旨を定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会

の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表および前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金

融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）

の連結財務諸表および当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人

トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金 ※２  5,679   5,600  

２　受取手形及び売掛金 　  4,218   42  

３　有価証券   6,912   3,068  

４　たな卸資産   6,234   4,298  

５　繰延税金資産   1,222   1,583  

６　その他   787   424  

７　貸倒引当金   △75   △1  

流動資産合計   24,978 66.8  15,016 63.4

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１　建物及び構築物 ※２  2,793   1,523  

２　機械装置及び運搬具   21   －  

３　土地 ※２  1,356   1,009  

４　その他   106   83  

有形固定資産合計   4,277 11.4  2,616 11.1

(2）無形固定資産        

１　のれん   24   －  

２　その他   707   438  

無形固定資産合計   731 2.0  438 1.9

(3）投資その他の資産        

１　投資有価証券 ※３  4,617   3,661  

２　長期貸付金   155   13  

３　前払年金費用   －   1,172  

４　繰延税金資産   239   64  

５　長期性預金   400   200  

６　その他   2,252   546  

７　貸倒引当金   △283   △57  

投資その他の資産合計   7,381 19.8  5,601 23.6

固定資産合計   12,390 33.2  8,655 36.6

資産合計   37,369 100.0  23,672 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 　  3,174   1,189  

２　短期借入金 ※２  3,999   －  

３　１年内返済予定の長期借
入金

※２  225   －  

４　未払金   2,133   1,587  

５　未払法人税等   1,238   404  

６　返品調整引当金   11   －  

７　事業整理損失引当金   －   47  

８　賞与引当金   395   354  

９　役員退職慰労引当金   －   4  

10　その他 　  2,234   455  

流動負債合計   13,413 35.9  4,042 17.1

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※２  1,110   25  

２　売上割戻引当金   196   199  

３　退職給付引当金   1,008   1,072  

４　役員退職慰労引当金   17   －  

５　その他   240   －  

固定負債合計   2,574 6.9  1,297 5.5

負債合計   15,987 42.8  5,340 22.6

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,600 9.7  3,600 15.2

２　資本剰余金 　  4,897 13.1  4,897 20.7

３　利益剰余金 　  13,949 37.3  11,383 48.1

４　自己株式 　  △1,198 △3.2  △1,198 △5.1

株主資本合計 　  21,249 56.9  18,682 78.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  87 0.2  △409 △1.7

２　為替換算調整勘定 　  43 0.1  58 0.2

評価・換算差額等合計 　  131 0.3  △350 △1.5

Ⅲ　少数株主持分 　  1 0.0  － －

純資産合計 　  21,381 57.2  18,331 77.4

負債純資産合計 　  37,369 100.0  23,672 100.0

        

EDINET提出書類

株式会社　テン・アローズ(E02727)

有価証券報告書

28/86



②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   54,570 100.0  46,363 100.0

Ⅱ　売上原価   35,838 65.7  28,964 62.5

売上総利益   18,731 34.3  17,399 37.5

返品調整引当金繰入額   11 0.0  － －

差引売上総利益   18,720 34.3  17,399 37.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  18,201 33.4  14,850 32.0

営業利益   518 0.9  2,548 5.5

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  196   166   

２　受取配当金  1   1   

３　有価証券売却益  80   －   

４　投資事業組合運用益  －   35   

５　ギフト券未交換益  76   54   

６　その他  77 433 0.8 58 316 0.7

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  48   34   

２　為替差損  －   7   

３　投資事業組合運用損  16   －   

４　社宅解約損  －   5   

５　その他  14 79 0.1 8 55 0.1

経常利益   873 1.6  2,809 6.1

Ⅵ　特別利益        

１　固定資産売却益 ※２ 7   －   

２　投資有価証券売却益 　 －   16   

３　保険解約益  22   10   

４　役員退職慰労引当金戻入
益

 － 30 0.1 12 39 0.1

Ⅶ　特別損失        

１　たな卸資産評価損 ※３ －   751   

２　たな卸資産処分損 ※３ －   60   

３　固定資産売却損 ※４ 0   0   

４　固定資産除却損 ※５ 58   15   

５　減損損失 ※６ 1,695   －   

６　投資有価証券評価損  4   －   

７　事業整理損失引当金繰入
額

 －   47   

８　事業整理損 ※７ 233   2,659   

９　たな卸資産自主回収損失 ※８ －   538   

10　貸倒引当金繰入額  138   32   

11　役員退職慰労金  792   －   

12　特別退職金 ※９ 254   －   

13　物流拠点再編等損失 　 646   －   

14　その他 　 48 3,872 7.1 － 4,106 8.9

税金等調整前当期純損失   2,969 5.4  1,258 2.7

 

EDINET提出書類

株式会社　テン・アローズ(E02727)

有価証券報告書

29/86



  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

法人税、住民税
及び事業税

 1,149   890   

法人税等調整額  △1,319 △170 △0.3 △177 713 1.6

少数株主利益又は少数
株主損失（△）

  △253 △0.4  0 0.0

当期純損失   2,545 4.7  1,971 4.3

        

③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）                       

（百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 3,600 4,897 17,076 △1,197 24,376

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）   △581  △581

当期純損失   △2,545  △2,545

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計   △3,126 △0 △3,127

平成19年３月31日　残高 3,600 4,897 13,949 △1,198 21,249

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日　残高 △1 4 3 261 24,641

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △581

当期純損失     △2,545

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）

89 38 127 △260 △132

連結会計年度中の変動額合計 89 38 127 △260 △3,259

平成19年３月31日　残高 87 43 131 1 21,381

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（百万円）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 3,600 4,897 13,949 △1,198 21,249

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △581  △581

当期純損失   △1,971  △1,971

自己株式の取得    △0 △0

連結子会社の減少に伴う減少   △13  △13
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計   △2,566 △0 △2,566

平成20年３月31日　残高 3,600 4,897 11,383 △1,198 18,682

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日　残高 87 43 131 1 21,381

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △581

当期純損失     △1,971

自己株式の取得     △0

連結子会社の減少に伴う減少     △13

株主資本以外の項目の連結会計年度中の
変動額（純額）

△497 14 △482 △1 △483

連結会計年度中の変動額合計 △497 14 △482 △1 △3,049

平成20年３月31日　残高 △409 58 △350 － 18,331
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

１　税金等調整前当期純損失  △2,969 △1,258

２　減価償却費  249 189

３　無形固定資産・長期前払費用償却費  605 399

４　受取利息及び配当金  △199 △167

５　支払利息  48 34

６　有価証券売却損益（利益：△）  △80 △16

７　減損損失  1,695 －

８　固定資産除却損  58 15

９　固定資産売却益  △7 －

10　事業整理損  233 2,659

11　たな卸資産自主回収損失  － 538

12　物流拠点再編等損失  646 －

13　役員退職慰労金  792 －

14　特別退職金  254 －

15　売上債権の増減額（増加：△）  △665 246

16　たな卸資産の増減額（増加：△）  △836 1,133

17　敷金保証金の増減額（増加：△）  － △1,347

18　旅行積立金の増減額（増加：△）  387 －

19　仕入債務の増減額（減少：△）  △655 281

20　未払金の増減額（減少：△）  △613 △99

21　前受金の増減額（減少：△）  115 190

22　未払消費税等の増減額（減少：△）  135 △98

23　前払年金費用の増減額（増加：△）  △93 △126

24　売上割戻引当金の増減額(減少：△)  △47 2

25　退職給付引当金の増減額(減少：△)  26 64

26　その他  △120 276

小計  △1,040 2,917
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

27　利息及び配当金の受取額  193 177

28　利息の支払額  △48 △35

29　法人税等の支払額(△)又は還付額  48 △1,845

30　役員退職慰労金の支払額  △964 －

31　特別退職金の支払額  △1,300 －

32　事業整理損による支払額  △58 △91

33　たな卸資産自主回収による支払額  － △375

34　物流拠点再編等損失による支払額  △159 △338

営業活動によるキャッシュ・フロー  △3,329 408

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

１　定期性預金の増減額（増加：△）  △725 △1,065

２　有価証券の売却・償還による収入  6,695 1,454

３　有価証券の取得による支出  △1,732 △45

４　有形固定資産の売却による収入  108 8

５　有形固定資産の取得による支出  △172 △154

６　無形固定資産の取得による支出  △526 △76

７　保険関連収入  713 －

８　連結除外による影響額 ※２ － 50

９　その他  △306 △39

投資活動によるキャッシュ・フロー  4,054 131

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

１　短期借入金の増減額（減少：△）  1,649 △3,999

２　長期借入れによる収入  25 －

３　長期借入金の返済による支出  △252 △251

４　配当金の支払額  △581 △554

５　その他  △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  840 △4,806

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  2 5

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

 1,569 △4,260

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  8,560 10,130

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  10,130 5,869
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲

に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　９社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４関

係会社の状況」に記載しております。

　㈱シャルレは、当社の持株会社体制への移行に伴

う新設分割により設立したため、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めております。また、㈱プレール

および㈱ジーネスコンピューターテクノロジーは、

当連結会計年度に清算結了したため、連結子会社で

はなくなりました。

連結子会社の数　　　　　　　７社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　

４関係会社の状況」に記載しております。

　㈱エニシルは、平成19年11月30日付で㈱ＢＥ

に商号変更するとともに、同社が新設分割によ

り設立して商号を譲渡した㈱エニシルにギフ

ト卸売事業を承継すると同時に新設会社の全

株式を当社企業グループ外に譲渡しました。ま

た、㈱ワイズおよび㈲グッディハウスは、その

全株式を新設会社（㈱エニシル）が承継した

ため、連結子会社ではなくなりましたが、当連

結会計年度は、両社の期初から株式譲渡までの

期間(9ヶ月間)の損益計算書を連結に含めてお

ります。

２　持分法の適

用に関する事

項

持分法適用の関連会社数　　　１社

会社名　青島心和紡織有限公司

持分法適用の関連会社数　　　１社

会社名　青島心和紡織有限公司

３　連結子会社

の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日と連結決算日との差は３ケ月

以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る

財務諸表を基礎として連結を行っております。ただ

し、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

同左

４　会計処理基

準に関する事

項

①　有価証券

その他有価証券

①　有価証券

その他有価証券

(1）重要な資

産の評価基

準及び評価

方法

時価のあるもの

…主として連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ②　たな卸資産

商品

…主として総平均法による原価法

ただし、季越等の理由により著しく価額が低下

し、回復する見込がない商品について、過去の

販売実績等に照らして必要な評価減を行い、期

末たな卸高を評価替え後の金額により計上し

ております。当該評価減の金額は2,176百万円で

あります。

②　たな卸資産

商品

…主として総平均法による原価法

ただし、季越等の理由により著しく価額が

低下し、回復する見込がない商品につい

て、過去の販売実績等に照らして必要な評

価減を行い、期末たな卸高を評価替え後の

金額により計上しております。当該評価減

の金額は2,774百万円であります。
 貯蔵品

…主として最終仕入原価法

貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減

価償却資産

の減価償却

の方法

有形固定資産…定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　18年～50年

構築物　　　　　５年～35年

機械装置　　　　　　　７年

車両運搬具　　　　　　６年

有形固定資産…定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物　　　　　　18年～50年

構築物　　　　　５年～35年

　(会計方針の変更）

　当社および一部の連結子会社は、法人税法の

改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平

成19年3月30日 法律第6号）および（法人税法

施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30

日 政令第83号））に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。なお、これによる当連結会計年

度の損益およびセグメント情報に与える影響

は軽微であります。

（追加情報）

　当社および一部の連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の5％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の5％相当額と備忘価額との差額を5年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。なお、これによる当連結会計

年度の損益およびセグメント情報に与える影

響は軽微であります。　

 無形固定資産…主として定額法 無形固定資産…定額法

(3）重要な引

当金の計上

基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については主として貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

 ②　返品調整引当金

　期末日後に予想される返品の損失に備えるた

め、返品実績率等を勘案して返品損失見込額を計

上しております。

 　（追加情報）

　従来、返品に伴う損失は返品を受けた期の売上

高の控除として処理しておりましたが、今後金額

的重要性が増すことが考えられるため、当連結会

計年度から過去の返品実績率に基づく返品損失

見込額を返品調整引当金として計上する方法に

変更いたしました。

②　　　　　　　──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

   この結果、従来の方法による場合に比べ、差引

売上総利益、営業利益および経常利益がそれぞれ

11百万円減少し、税金等調整前当期純損失が11百

万円増加しております。

 

 ③　　　　　　　────── ③　事業整理損失引当金

　ギフト卸売事業からの撤退に伴い負担する

ことが見込まれる損失に備えるため、損失負

担見込額を計上しております。

 ④　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、主として賞

与支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計

上しております。

④　賞与引当金

同左

 ⑤　売上割戻引当金

　国内連結子会社の代理店・特約店への売上割戻

金の支出に備えるため、当連結会計年度末におけ

る支出見込額を計上しております。

⑤　売上割戻引当金

同左

 ⑥　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、主として当連

結会計年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。過去勤

務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（５年）による定額法により、

その発生年度から費用処理しております。数理計

算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定年数（５年）による定額法に

より発生年度の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

⑥　退職給付引当金

同左

 ⑦　役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に充てるため、

役員退職慰労金の内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。

　なお、当社では、役員報酬制度の改正により平成

16年４月１日以降の対応分は、当該期間の役員報

酬に反映させることに変更し、引当計上いたしま

せん。また、平成16年３月31日までの在任期間に

対する役員退職慰労金は、改正された役員報酬規

程の内規に基づき算出し、役員退職時に株主総会

の承認を受けることにしております。

⑦　役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に充てるた

め、役員退職慰労金の内規に基づく所要額を

計上しております。

　なお、当社では、役員報酬制度の改正により

平成16年４月１日以降の対応分は、当該期間

の役員報酬に反映させることに変更し、引当

計上いたしません。また、平成16年３月31日

までの在任期間に対する役員退職慰労金は、

改正された役員報酬規程の内規に基づき算

出し、役員退職時に株主総会の承認を受ける

ことにしております。

(4）重要な外

貨建の資産

又は負債の

本邦通貨へ

の換算基準

 

　在外子会社の資産、負債、収益および費用は、当該

子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に計上しております。

同左

(5）重要な

リース取引

の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(6）消費税等

の会計処理

　主として税抜方式によっております。 同左

５　連結子会社

の資産及び負

債の評価に関

する事項

　連結子会社の資産および負債の評価については、

全面時価評価法を採用しております。

同左

６　のれん及び

負ののれんの

償却に関する

事項

　５年間で定額法により償却をすることとしており

ますが、金額が僅少なときは発生時の損益としてお

ります。

同左

７　連結キャッ

シュ・フロー

計算書におけ

る資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は21,380百万円であ

ります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。

　

──────

 （企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）および「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適

用しております。　
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで無形固定資産に表示しておりました

「営業権」は、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令

等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日付 内

閣府令第56号)により、連結財務諸表規則が一部改正され

たため、当連結会計年度より、無形固定資産の「のれん」

に含めて表示することに変更いたしました。なお、当連結

会計年度末の無形固定資産の「のれん」に含まれている

「営業権」は24百万円であります。

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで有形固定資産に表示しておりました

「機械装置及び運搬具」は、金額の重要性が乏しくなった

ため、当連結会計年度より、「その他」に含めて表示する

ことに変更いたしました。なお、当連結会計年度の有形固

定資産の「その他」に含まれている「機械装置及び運搬

具」は6百万円であります。

 

　前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に含

めて表示しておりました「前払年金費用」は、金額の重要

性が増したため、当連結会計年度より、区分記載すること

に変更いたしました。なお、前連結会計年度の投資その他

の資産の「その他」に含まれている「前払年金費用」は

1,118百万円であります。

　

  

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外費用に表示しておりました

「為替差損」は、当連結会計年度において、金額の重要性

が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示することに変更いたしました。なお、当連結会計年度の

営業外費用の「その他」に含まれている「為替差損」は2

百万円であります。

　

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「為替差損」は、営業外費用の合計額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度より、区分記載す

ることに変更いたしました。なお、前連結会計年度の営業

外費用の「その他」に含まれている「為替差損」は2百万

円であります。

　前連結会計年度まで営業外費用に表示しておりました

「社宅解約損」は、営業外費用の合計額の100分の10を超

えたため、当連結会計年度より、区分記載することに変更

いたしました。なお、前連結会計年度の営業外費用の「そ

の他」に含まれている「社宅解約損」は7百万円でありま

す。

　

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「連結調整勘定償却額」は、当連結

会計年度において、金額の重要性が乏しくなったため、

「無形固定資産・長期前払費用償却費」に含めて表示す

ることに変更いたしました。なお、当連結会計年度の「無

形固定資産・長期前払費用償却費」に含まれる「連結調

整勘定償却額」は32百万円であります。

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「投資事業組合運用損益」は、当連

結会計年度において、金額の重要性が乏しくなったため、

「その他」に含めて表示することに変更いたしました。な

お、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含まれる「投資事業組合運用損益」は16

百万円であります。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「敷金保証金

の増減額」は、金額の重要性が増したため、当連結会計年

度より、区分記載することに変更いたしました。なお、前連

結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの「そ

の他」に含まれている「敷金保証金の増減額」は△157百

万円であります。

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「旅行積立金の増減額」は、金額の

重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。なお、当

連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含まれている「旅行積立金の増減額」は△

19百万円であります。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「保険解約損益」は、当連結会計年

度において、金額の重要性が乏しくなったため、「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。なお、当

連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含まれる「保険解約損益」は△22百万円で

あります。

 

　前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「保険関連収入」は、金額の重要性

が乏しくなったため、当連結会計年度より、「その他」に

含めて表示することに変更いたしました。なお、当連結会

計年度の投資活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含まれている「保険関連収入」は10百万円であり

ます。

 

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「持分法による投資損益」は、当連

結会計年度において、金額の重要性が乏しくなったため、

「その他」に含めて表示することに変更いたしました。な

お、当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含まれる「持分法による投資損益」は△1

百万円であります。

 

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて表示しておりました「旅行積立金

の増減額」は、当連結会計年度において、金額の重要性が

増したため、区分記載することに変更いたしました。なお、

前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含まれる「旅行積立金の増減額」は△9百万

円であります。

 

　前連結会計年度まで営業活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「預り金の増減額」は、当連結会計

年度において、金額の重要性が乏しくなったため、「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。なお、当

連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含まれる「預り金の増減額」は△3百万円で

あります。

　前連結会計年度まで財務活動によるキャッシュ・フロー

に表示しておりました「自己株式の取得による支出」は、

当連結会計年度において、金額の重要性が乏しくなったた

め、「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。なお、当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含まれる「自己株式の取得による

支出」は△0百万円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額      3,776百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額    3,789百万円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額（簿価）

定期預金      130百万円

建物 1,155

土地 342

計 1,628

上記に対する債務

短期借入金 2,999百万円

１年内返済予定の長期借入金 119

長期借入金 784

計 3,903

※２　　　　　　　　──────　　　　　　　　 

※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券       179百万円

※３　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券        183百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　主な販売費及び一般管理費の内訳

　当連結会計年度の主要な費目および金額は、次のと

おりであります。

給与及び手当     4,178百万円

販売促進費 2,879

荷造運送費 2,485

賞与引当金繰入額 395

退職給付引当金繰入額 89

※１　主な販売費及び一般管理費の内訳

　当連結会計年度の主要な費目および金額は、次のと

おりであります。

給与及び手当    3,469百万円

販売促進費 2,741

荷造運送費 2,112

賞与引当金繰入額 354

退職給付引当金繰入額 56

※２　固定資産売却益の内訳

土地 7百万円

機械装置及び運搬具 0

 計 7

※２　　　　　　　　──────

※３　　　　　　　　────── ※３　レディースインナー等卸売事業における「シャルレ

スポーツ」ブランドのたな卸資産評価損および処分

損であります。

※４　固定資産売却損の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円
  

※４　固定資産売却損の内訳

有形固定資産（その他）  0百万円
  

※５　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物   22百万円

機械装置及び運搬具 0

有形固定資産（その他） 9

無形固定資産（その他） 25

計 58

※５　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物     3百万円

有形固定資産（その他） 2

無形固定資産（その他） 9

計 15

※６　減損損失

　当社企業グループは、事業の種類別セグメント毎に、

事業所毎に資産のグルーピングを行い、また、海外子

会社については会社毎にグルーピングしております。

当連結会計年度において、当社企業グループは収益性

が悪化しているギフト卸売事業に属する資産グルー

プについて減損を認識し、1,695百万円の減損損失を計

上いたしました。

　減損損失の内訳

建物及び構築物  136百万円

機械装置及び運搬具 100

土地 660

無形固定資産「ソフトウェア」 426

のれん・その他 371

計 1,695

 なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定し、建物・土地については不動産鑑定

評価額等を基礎としております。

※６　　　　　　　　──────

※７　　　　　　　　────── ※７　主にギフト卸売事業の当社企業グループ外への譲渡

に伴う同事業の整理等による損失であります。

※８　　　　　　　　────── ※８　レディースインナー等卸売事業の商品カタログ等に

おける一部商品の表記誤りにより、商品の返品に対す

る返金等の損失であります。

※９　特別退職金は、主に希望退職者への割増退職金であ

ります。

※９　　　　　　　　──────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 21,034 － － 21,034

合計 21,034 － － 21,034

自己株式     

普通株式 1,653 0 － 1,654

合計 1,653 0 － 1,654

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買い取りによるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 581 30 平成18年３月31日 平成18年６月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月２日

取締役会
普通株式 581 利益剰余金 30 平成19年３月31日 平成19年６月28日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 21,034 － － 21,034

合計 21,034 － － 21,034

自己株式     

普通株式 1,654 0 － 1,654

合計 1,654 0 － 1,654

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買い取りによるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月２日

取締役会
普通株式 581 30 平成19年３月31日 平成19年６月28日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月15日

取締役会
普通株式 581 利益剰余金 30 平成20年３月31日 平成20年６月11日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,679百万円

有価証券勘定 6,912

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,334

マネー・マネジメント・ファンド以

外の有価証券 
△1,127

現金及び現金同等物 10,130

　

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定    5,600百万円

有価証券勘定 3,068

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △2,600

マネー・マネジメント・ファンド以

外の有価証券 
△199

現金及び現金同等物 5,869

　

※２　　　　　　　　　 ────── ※２　　株式の売却により連結子会社から除外された会社の資産及び負債の

主な内訳

　  
㈱エニシ
ル

（百万円）

㈱ワイズ
（百万円）

㈲グッ
ディハウ
ス

（百万円）

合　計
（百万円）

流動資産 6,359 48 9 6,417

固定資産 3,278 2 0 3,281

流動負債
△

8,347
△55 △1

△

8,404

固定負債
△

1,043
－ △0

△

1,043

株式売却損（△）
益

△246 3 △8 △250

株式売却価額 0 － － 0

現金及び
現金同等物

△

1,547
△27 △9

△

1,583

株式の売却に伴う

売却先への当社債権

の譲渡による収入　

1,634 － － 1,634

差引：売却による収

入
86 △27 △9 50
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

減損損失
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

有形固定資産
「機械装置及び
運搬具」

81 41 40 －

有形固定資産

「その他」

（工具器具備品）

726 261 113 351

無形固定資産

「その他」

（ソフトウェア）

71 26 32 12

合計 879 329 185 364

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額
相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

有形固定資産

「その他」

（工具器具備品）

453 212 241

無形固定資産

「その他」

（ソフトウェア）

24 17 6

合計 478 229 248

（注）ギフト卸売事業を当社企業グループ外に譲渡し

たことにより、減損損失累計額相当額はありません。

(2）未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

　損勘定残高

１年内 186百万円

１年超 367

計 553

リース資産減損勘定残高 185

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    111百万円

１年超 141

計 252

(3）支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損

勘定の取崩額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 206百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 196

支払利息相当額 13

減損損失 185

(3）支払リース料、減価償却費相当額、リース資産減損

勘定の取崩額及び支払利息相当額

支払リース料    126百万円

リース資産減損勘定の取崩額  45

減価償却費相当額 121

支払利息相当額 7

(4）減価償却費相当額の算定方法

　主としてリース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　主としてリース料総額とリース物件の取得価額相当

額の差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分

方法については、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

　

　（減損損失について）　

　　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料 　

１年内 　8百万円

１年超 10

計 19

２　　　　　　　　　 ──────
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの）

      

株式 45 128 82 45 82 37

債券       

社債 1,547 1,603 56 － － －

その他 923 1,231 308 189 228 38

小計 2,516 2,963 447 235 310 75

（連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの）

      

株式 － － － － － －

債券       

社債 2,700 2,353 △346 3,700 3,228 △471

その他 150 146 △4 98 85 △13

小計 2,850 2,499 △351 3,798 3,313 △485

合計 5,366 5,463 96 4,033 3,623 △409

　

２　前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

5,668 80 0 260 16 0

３　時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

(1）非上場株式 51 37

(2）マネー・マネジメント・

ファンド
5,785 2,868

(3）投資事業有限責任組合への

出資金
49 16

４　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１年以内
（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
（百万円）

①　債券         

社債 520 230 － 3,500 200 － － 3,500

②　その他 603 － 50 － － － 46 －

合計 1,123 230 50 3,500 200 － 46 3,500

（デリバティブ取引関係）
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はあり

ません。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社および主要な連結子会社の退職給付制度は、主と

して勤続年数が３年以上の従業員が退職する場合、社内

規程に基づき算定された退職一時金または適格退職年

金制度による支払を行うことになっております。

　また、従業員の退職に対して割増退職金を支払う場合

があります。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,843百万円

年金資産 2,173

未積立退職給付債務 329

未認識過去勤務債務 0

未認識数理計算上の差異 △220

連結貸借対照表計上額純額 110

前払年金費用 1,118

退職給付引当金 △1,008

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,818百万円

年金資産 1,727

未積立退職給付債務 △90

未認識数理計算上の差異 190

連結貸借対照表計上額純額 100

前払年金費用 1,172

退職給付引当金 △1,072

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用     129百万円

利息費用 32

期待運用収益 △36

過去勤務債務の費用処理額 4

数理計算上の差異の費用処理額 △25

特別退職金 254

退職給付費用 359

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 113百万円

利息費用 33

期待運用収益 △48

過去勤務債務の費用処理額 0

数理計算上の差異の費用処理額 △42

退職給付費用 56

 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 主として2.0％

期待運用収益率 主として2.5％

過去勤務債務の額の処理年数 主として５年

数理計算上の差異の処理年数 主として５年

 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.5％

過去勤務債務の額の処理年数 ５年

数理計算上の差異の処理年数 ５年

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）流動の部

繰延税金資産  

商品      883百万円

賞与引当金 166

物流拠点再編等損失 122

未払事業税 96

その他 240

繰延税金資産小計 1,509

評価性引当額 △284

繰延税金資産の計 1,225
  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 2

繰延税金負債の計 2

繰延税金資産の純額 1,222

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）流動の部

繰延税金資産  

商品  1,123百万円

賞与引当金 142

未払事業税 37

たな卸資産自主回収損失 34

その他 313

繰延税金資産小計 1,651

評価性引当額 △68

繰延税金資産の計 1,583
  

(2）固定の部

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,346百万円

減損損失 554

ソフトウェア 94

売上割戻引当金 80

貸倒引当金 58

建物・土地・会員権 54

その他 121

繰延税金資産小計 2,344

評価性引当額 △2,099

繰延税金資産の計 245
  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金       6百万円

繰延税金負債の計 6

繰延税金資産の純額 239

(2）固定の部

繰延税金資産  

繰越欠損金    3,318百万円

売上割戻引当金 81

建物・土地・会員権 40

投資有価証券 35

ソフトウェア 8

その他 14

繰延税金資産小計 3,498

評価性引当額 △3,374

繰延税金資産の計 124
  

繰延税金負債  

前払年金費用 40百万円

その他 18

繰延税金負債の計 59

繰延税金資産の純額 64
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前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率   40.6％

（調整）  

評価性引当額 △21.4％

のれん償却額 △1.1％

　交際費等永久に損金に算入

されない項目
△9.5％

住民税均等割 △0.7％

その他 △2.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.7％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）  

評価性引当額 △84.2％

控除不能源泉所得税 △4.4％

　交際費等永久に損金に算入

されない項目
△4.4％

住民税均等割 △2.2％

その他 △2.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △56.7％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

レディース
インナー等
卸売事業
（百万円）

ギフト卸売
事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
29,695 24,638 235 54,570 － 54,570

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 5 116 121 (121) －

計 29,695 24,643 351 54,691 (121) 54,570

営業費用 27,505 25,721 724 53,952 98 54,051

営業利益又は

営業損失(△)
2,189 △1,077 △372 738 (220) 518

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
      

資産 15,662 7,981 274 23,917 13,451 37,369

減価償却費 424 265 19 709 14 723

減損損失 － 1,695 0 1,695 － 1,695

資本的支出 306 386 111 804 7 811

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

レディース
インナー等
卸売事業
（百万円）

ギフト卸売
事業
（百万円）

その他の
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売

上高
28,999 17,268 94 46,363 － 46,363

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 3 15 18 (18) －

計 28,999 17,271 110 46,381 (18) 46,363

営業費用 26,016 17,251 344 43,613 201 43,814

営業利益又は

営業損失(△)
2,983 19 △234 2,768 (219) 2,548

Ⅱ　資産、減価償却費、減損

損失及び資本的支出
      

資産 15,029 670 132 15,832 7,839 23,672

減価償却費 431 52 6 490 18 509

資本的支出 83 47 0 131 0 132

　（注）１　事業区分の方法は、商品の種類、販売形態、販売経路および重要性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な商品・サービス

レディースインナー等卸売事業 レディースインナーを主体とする衣料品・化粧品等

ギフト卸売事業 贈答品・慶弔見舞品・その他ギフト商品全般

その他の事業 不動産管理、コンピューターソフト開発・保守等
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３　営業費用のうち、消去又は全社に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度228百万円、当連結会計年

度227百万円あり、その主な内容は当社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社に含めた全社資産の金額は前連結会計年度13,672百万円、当連結会計年度8,171百万

円であり、その主な内容は当社での余資運用資金（現金および有価証券）等であります。

５　ギフト卸売事業は、その事業会社である㈱ＢＥが平成19年11月30日付で、その事業を新設分割により設立した

㈱エニシルに承継し、同時に㈱エニシルの株式を当社企業グループ外に譲渡したため、新設会社（㈱エニシ

ル）の売上高、営業費用、営業利益および資産等の額は、当連結会計年度のセグメント情報に含めておりませ

ん。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度および当連結会計年度において、本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合

計および資産金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

【海外売上高】

　前連結会計年度および当連結会計年度において、海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略してお

ります。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　　　　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　役員及び個人主要株主等 　

属性 氏名 住所

資本金
又は
出資金
（百万
円）

事業の
内容又
は職業

議決権等の
所有(被所有
)割合
（％）

関係内容

取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

役員 林　達三 － －
当社
取締役

(被所有)
直接　2.40

－
当社の顧問

税理士

税理士
報酬

6 － －

　　（注）１　税理士業務の契約は、一般市場動向を勘案のうえ、交渉により決定しております。

　２　上記の取引金額には、消費税等は含まれておりません。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事

業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び

に取引の目的を含む取引の概要

(１）新設分割方式により当社から営業を承継する会社の

概要

名称 ㈱シャルレ

事業の内容 レディースインナーを主体とす

る衣料品及び化粧品等の販売

（卸売）

住所 神戸市中央区港島中町七丁目７

番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　三屋　裕子

資本金の額 　 480百万円

総資産の額 10,031百万円

(２）企業結合の法的形式

　　分社型新設分割方式による共通支配下の取引

(３）取引の目的を含む取引の概要

　　当社は、平成18年３月30日開催の臨時株主総会の承認を

得て、平成18年６月１日をもって当社事業（レディース

インナー等卸売事業）を新設分割方式により新設した㈱

シャルレに承継し、当社は商号を「㈱テン・アローズ」

に変更して持株会社に移行いたしました。

　持株会社への移行により、当社企業グループ全体としま

しては、各事業の経営環境をより客観的に評価すること

で、最適な経営資源配分を容易にしてまいります。

　また、各事業子会社におきましては、権限と責任を明確

にした上で経営の自由度を高め、市場環境の変化に機動

的に対応できる組織体制を構築することで、市場競争力

の強化を図ってまいります。

　更に、持株会社体制により、最適なポートフォリオを構

築することで、当社企業グループの価値向上を目指して

まいります。

１　結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事

業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並び

に取引の目的を含む取引の概要

(１）新設分割方式により、㈱ＢＥから営業を承継した会

社の概要

名称 ㈱エニシル

事業の内容 ギフト商品全般の卸売

住所 大阪府松原市松ヶ丘四丁目20番

12号

代表者の氏名 代表取締役社長　瀧澤　隆

資本金の額 　100百万円

総資産の額 9,650百万円

(２）企業結合の法的形式

　　分社型新設分割方式による共通支配下の取引

(３）取引の目的を含む取引の概要

　　子会社の㈱エニシルは、平成19年10月24日開催の当社取

締役会および、平成19年10月25日開催の㈱エニシル臨時

株主総会の承認を得て、平成19年11月30日をもって㈱Ｂ

Ｅに商号変更のうえ、同社事業（ギフト卸売事業）を新

設分割方式により新設した㈱エニシルに承継しました。

　なお、平成19年11月30日付で新設会社の全株式を当社企

業グループ外に譲渡しております。

２　当連結会計年度の損益計算書に計上されている分離し

た事業に係る損益の概算額

売上高 17,115百万円

営業利益 　 102百万円

２　実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会平成15

年10月31日）および「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基準

第７号）ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　平成

17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）に基づき、

共通支配下の取引によっております。

　この結果、㈱シャルレが当該分割により当社から受け入

れた資産および負債は、分割期日の前日に付された当社

の帳簿価格により計上しております。

３　実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15

年10月31日）および「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　最終改正平成18年12月22日）に基づき、共通支配下

の取引として処理しております。

　この結果、㈱エニシルが当該分割により㈱ＢＥから受け

入れた資産および負債は、分割期日の前日に付された㈱

ＢＥの帳簿価格により計上しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,103円20銭

１株当たり当期純損失金額 131円34銭

１株当たり純資産額 945円90銭

１株当たり当期純損失金額 101円74銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失につきま

しては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　同左

　（注）１　前連結会計年度および当連結会計年度の各数値は、自己株式を控除して算出しております。

２　１株当たり当期純損失金額の算定の基礎は、次のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純損失

　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,545 1,971

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失

　　　　　　　　　　　　（百万円）
2,545 1,971

普通株式の期中平均株式数　（千株） 19,380 19,380

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。 　　当社は、レディースインナー等卸売事業の吸収分割による事業持株

会社への移行に関して、平成20年4月30日開催の取締役会において、

平成20年10月1日を効力発生日とした「吸収分割契約」を締結する

ことを決議し、同日これを締結いたしました。また、吸収分割時に、

当社は㈱シャルレに商号変更する予定です。

　　なお、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会において、吸収分割

および定款一部変更の件が承認されました。

(1）当該分割の目的

　当社企業グループは、平成18年6月1日付にて純粋持株会社体制に

移行し、レディースインナー等卸売事業の㈱シャルレとギフト卸

売事業の㈱エニシルを中心に運営してまいりました。平成19年11

月30日付で、㈱エニシルを新設分割し、ギフト卸売事業を当社企業

グループ外の会社に譲渡したことに伴い、当社企業グループをレ

ディースインナー等卸売事業を中心とした「豊かさを実感できる

商品・サービスを通じて、女性の美と健康に貢献する企業グルー

プ」として、再編成を行いシャルレというブランドを最大限に活

かし価値を高めていくための方策について検討を重ねてまいりま

した。

　その結果、当社といたしましては、レディースインナー等卸売事

業のさらなる強化とともに、それと連動する関連事業の育成を通

じて当社企業グループの価値を向上させることが必要と考え、

シャルレブランドの強化と愛用者の拡大を目的とする訪販事業を

中心とした企業グループ運営に再編することにいたしました。
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 　再編の方法として、当社企業グループの主たる事業会社である㈱

シャルレが行っているレディースインナー等卸売事業を会社分割

して当社に承継させることにより、当社は事業持株会社体制へ移

行いたします。

　当社は、事業持株会社体制への移行により、意思決定の迅速化、重

複コストの削減や経営資源の効率的な配分・運用を行うことで、

当社企業グループの価値の拡大を図り、連結業績の向上に努めて

まいります。

　

(2）当該吸収分割の相手会社についての事項

　（平成20年3月31日現在）

名称 株式会社シャルレ

事業の内容 レディースインナーを主体とす

る衣料品及び化粧品等の販売

（卸売）

住所 神戸市中央区港島中町七丁目７

番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　林　勝哉

資本金の額  　480百万円

純資産の額  7,440百万円

総資産の額 12,299百万円

　

 (3）当該吸収分割の方法

　当社を承継会社とし、当社完全子会社であります㈱シャルレを分

割会社とする吸収分割であります。

　なお、吸収分割時に、当社は㈱シャルレに商号変更する予定です

（商号変更については、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会

において定款変更が承認されました）。

　また、分割会社（現シャルレ）は㈱ＢＣ（ビーシー）に商号変更

し、非承継の財産や契約を整理していき、解散することを予定して

おります。

　

(4）吸収分割承継会社となる会社についての事項

　（平成20年3月31日現在）

名称

　

　

株式会社テン・アローズ

（平成20年10月1日付で株式会

社シャルレに商号変更予定）

事業の内容 子会社の経営管理等

住所 神戸市中央区港島中町七丁目７

番１号

代表者の氏名 取締役兼代表執行役社長　

林　勝哉

資本金の額  3,600百万円

純資産の額 17,199百万円

総資産の額 17,618百万円
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,999 － 1.06 －

１年以内に返済予定の長期借入金 225 － 1.61 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,110 25 1.80 平成22年３月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 5,336 25 － －

　（注）１　長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 25 － － －

２　平均利率は、借入金の期中の加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   1,098   869  

２　有価証券   6,912   3,068  

３　前払費用   7   7  

４　未収入金　 ※３  －   223  

５　未収消費税等   231   －  

６　繰延税金資産   12   218  

７　その他   207   265  

８　貸倒引当金   －   △100  

流動資産合計   8,469 36.9  4,552 25.8

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１　建物   1,508   1,422  

２　構築物   22   19  

３　工具器具備品   14   10  

４　土地   1,009   1,009  

有形固定資産合計   2,554 11.1  2,461 14.0

(2）無形固定資産        

１　商標権   17   8  

２　ソフトウェア   4   3  

無形固定資産合計   22 0.1  11 0.1
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１　投資有価証券   4,395   3,468  

２　関係会社株式   6,694   6,715  

３　関係会社長期貸付金   150   200  

４　前払年金費用   80   86  

５　繰延税金資産   298   82  

６　長期性預金   400   200  

７　その他   12   13  

８　貸倒引当金   △107   △171  

投資その他の資産合計   11,925 51.9  10,593 60.1

固定資産合計   14,501 63.1  13,066 74.2

資産合計   22,971 100.0  17,618 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　未払金   245   304  

２　未払費用   4   5  

３　未払法人税等   0   11  

４　預り金   8   5  

５　賞与引当金   24   28  

６　役員退職慰労引当金   －   4  

７　その他   －   1  

流動負債合計   283 1.2  360 2.1

Ⅱ　固定負債        

１　債務保証損失引当金 ※２  2,303   －  

２　退職給付引当金   64   58  

３　役員退職慰労引当金   17   －  

固定負債合計   2,385 10.4  58 0.3

負債合計   2,669 11.6  419 2.4
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  3,600 15.7  3,600 20.4

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 4,897   4,897   

資本剰余金合計 　  4,897 21.3  4,897 27.8

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 650   650   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 15,400   10,400   

繰越利益剰余金 　 △3,136   △740   

利益剰余金合計 　  12,913 56.2  10,309 58.5

４　自己株式 　  △1,198 △5.2  △1,198 △6.8

株主資本合計 　  20,213 88.0  17,609 99.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  88 0.4  △409 △2.3

評価・換算差額等合計 　  88 0.4  △409 △2.3

純資産合計 　  20,302 88.4  17,199 97.6

負債純資産合計 　  22,971 100.0  17,618 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　売上高   5,601 100.0  － －

Ⅱ　売上原価      － －

１　期首商品たな卸高  4,356   －   

２　当期商品仕入高  3,391   －   

合計  7,747   －   

３　他勘定振替高 ※１ 4,924   －   

４　期末商品たな卸高  － 2,822 50.4 － － －

売上総利益   2,778 49.6  － －

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２  2,340 41.8  － －

営業利益   437 7.8  － －

Ⅰ　営業収益 ※３  － －  1,653 100.0

Ⅱ　営業費用 ※２　  － －  851 51.5

営業利益   － －  802 48.5

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息  4   12   

２　有価証券利息  187   134   

３　受取配当金  1   1   

４　有価証券売却益  71   －   

５　投資事業組合運用益  －   35   

６　その他  11 275 4.9 11 195 11.8

Ⅴ　営業外費用        

１　貸倒引当金繰入額  －   43   

２　社宅解約損  2   －   

３　投資事業組合運用損  16   －   

４　その他  2 20 0.4 2 46 2.8

経常利益   693 12.3  951 57.5
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　投資有価証券売却益  －   16   

２　保険解約益  3   －   

３　役員退職慰労引当金戻入
益

 － 3 0.1 12 28 1.7

Ⅶ　特別損失        

１　固定資産売却損 ※４ 0   －   

２　固定資産除却損 ※５ 1   9   

３　関係会社株式評価損  2,218   353   

４　投資有価証券評価損  4   －   

５　役員退職慰労金  777   －   

６　事業整理損 ※６ －   2,499   

７　貸倒引当金繰入額 　 －   120   

８　債務保証損失引当金繰入
額

　 2,303 5,305 94.7 － 2,982 180.3

税引前当期純損失   4,608 82.3  2,002 121.1

法人税、住民税及び事業
税

 3   1   

過年度法人税等取崩額  △41   －   

法人税等調整額  △94 △131 △2.4 19 20 1.2

当期純損失   4,477 79.9  2,023 122.3
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

（百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成18年３月31日　残高 3,600 4,897 4,897 650 15,400 1,922 17,972 △1,197 25,272

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注）      △581 △581  △581

当期純損失      △4,477 △4,477  △4,477

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計      △5,058 △5,058 △0 △5,058

平成19年３月31日　残高 3,600 4,897 4,897 650 15,400 △3,136 12,913 △1,198 20,213

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高 △7 △7 25,265

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）   △581

当期純損失   △4,477

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

95 95 95

事業年度中の変動額合計 95 95 △4,962

平成19年３月31日　残高 88 88 20,302

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成19年３月31日　残高 3,600 4,897 4,897 650 15,400 △3,136 12,913 △1,198 20,213

事業年度中の変動額          

別途積立金の取崩     △5,000 5,000 －  －

剰余金の配当      △581 △581  △581

当期純損失      △2,023 △2,023  △2,023

自己株式の取得        △0 △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計     △5,000 2,395 △2,604 △0 △2,604
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益
剰余金

平成20年３月31日　残高 3,600 4,897 4,897 650 10,400 △740 10,309 △1,198 17,609

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高 88 88 20,302

事業年度中の変動額    

別途積立金の取崩   －

剰余金の配当   △581

当期純損失   △2,023

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△497 △497 △497

事業年度中の変動額合計 △497 △497 △3,102

平成20年３月31日　残高 △409 △409 17,199

　

EDINET提出書類

株式会社　テン・アローズ(E02727)

有価証券報告書

64/86



重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）関係会社株式

移動平均法による原価法

(1）関係会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①　時価のあるもの

…期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

…移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

総平均法による原価法

なお、商品は平成18年６月１日をもっ

て新設分割方式により新設した㈱

シャルレに承継いたしました。

(1）        ──────

　

　

 (2）貯蔵品

最終仕入原価法

なお、貯蔵品は平成18年６月１日を

もって新設分割方式により新設した

㈱シャルレに承継いたしました。

(2）        ──────

　

　

３　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産　　…定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　18年～50年

構築物　　　　　５年～35年

車両運搬具　　　　　　６年

工具器具備品　　２年～20年

(1）有形固定資産　　…定率法

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物　　　　　　18年～50年

構築物　　　　　５年～35年

工具器具備品　　２年～20年

　(会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律 平成19年3月

30日 法律第6号）および（法人税

法施行令の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。なお、こ

れによる当事業年度の損益に与え

る影響は軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3

月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価

額の5％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を5年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。なお、これによ

る当事業年度の損益に与える影響

は軽微であります。　

 (2）無形固定資産　　…定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、賞

与支給見込額のうち、当期負担額を計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、当期において発生

していると認められる額を計上してお

ります。

　なお、過去勤務債務につきましては、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（５年）による定額法

により、その発生事業年度より費用処理

しております。数理計算上の差異につき

ましては、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数（５年）に

よる定額法により発生事業年度の翌年

から費用処理しております。

(3）退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (4）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に充て

るため、役員退職慰労金の内規に基づく

事業年度末要支給額を計上しておりま

す。

なお、役員報酬制度の改正により平成16

年４月１日以降の対応分は、当該期間の

役員報酬に反映させることに変更し、引

当計上いたしません。また、平成16年３

月31日までの在任期間に対する役員退

職慰労金は、改正された役員報酬規程の

内規に基づき算出し、役員退職時に株主

総会の承認を受けることにしておりま

す。

(4）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出に充て

るため、役員退職慰労金の内規に基づく

所要額を計上しております。

なお、役員報酬制度の改正により平成16

年４月１日以降の対応分は、当該期間の

役員報酬に反映させることに変更し、引

当計上いたしません。また、平成16年３

月31日までの在任期間に対する役員退

職慰労金は、改正された役員報酬規程の

内規に基づき算出し、役員退職時に株主

総会の承認を受けることにしておりま

す。

 (5）債務保証損失引当金

　関係会社に対する債務保証の履行によ

る損失に備えるため損失負担見込額を

計上しております。 

(5）         ──────

　

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

──────

６　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は、20,302百万円で

あります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

──────

 （企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）および「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第７号）ならびに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。　

 

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　　　　　　　　 ──────

　

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「未収入金」は、総資産の100分の１を超えた

ため、当事業年度より区分記載することに変更いたしまし

た。なお、前事業年度の流動資産の「その他」に含まれる

「未収入金」は159百万円であります。

　

　

　

（損益計算書）

　当社は平成18年６月１日に、分社型新設分割により「株

式会社シャルレ」を設立し、レディースインナー等卸売事

業に係る営業の一切を承継させるとともに持株会社に移

行いたしました。これにより、売上高につきましては、前事

業年度まではレディースインナー等卸売事業の売上が中

心であり、関係会社からの経営指導料収入等が一部含まれ

ておりましたが、当事業年度からは関係会社からの配当収

入および経営指導料収入等が中心になるため、これらを

「営業収益」と表示し、また「営業費用」の区分を設け、

営業収益に係る営業原価と販売費及び一般管理費を表示

することにいたしました。

　なお前事業年度の「売上高」に含まれている、当事業年

度に対応する経営指導料、不動産賃貸収入等の「営業収

益」は、849百万円であります。前事業年度の「売上原価」

「販売費及び一般管理費」に含まれている当事業年度に

対応する「営業費用」の金額はそれぞれ、97百万円、647百

万円であります。　
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追加情報

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当社は平成18年６月１日に、分社型新設分割により「株

式会社シャルレ」を設立し、レディースインナー等卸売事

業に係る営業の一切を承継させるとともに持株会社に移

行いたしました。これにより、当事業年度の売上高につき

ましては、分割の行われるまでの平成18年５月末までは、

レディースインナー等卸売事業で構成されており、平成18

年６月以降の売上高につきましては、経営指導料と不動産

賃貸収入等から構成されております。

　また、分割により当社から分離したレディースインナー

等卸売事業に係る資産の総額は10,031百万円、負債の総額

は3,908百万円であります。

　以上により、当事業年度の財政状態および経営成績は前

事業年度と比較して大きく変動しております。

　　　　　　　　 ──────

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額      3,151百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額      3,243百万円

※２　保証債務

関係会社の金融機関からの借入等に対する保証額

（連結子会社の前払式証票の規則等に関する法律に

基づくギフト券発行に係る供託金および銀行借入金

に対する保証債務）

 4,542百万円　

関係会社の販売店舗の出店に伴う家賃等の保証額

6百万円

※２　　　　　　　 ──────

　

※３　　　　　　　 ──────

　

　

※３　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

　　　未収入金   222百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　他勘定振替高の内訳

子会社株式（注）      4,913百万円

販売促進費 8

その他 2

計 4,924

 （注）子会社株式は、平成18年６月１日をもって新設分割

　方式により新設した㈱シャルレへ商品等を承継したこと

　により発生したものであります。

※１　　　　　　　 ──────

※２　主な販売費及び一般管理費の内訳

　当事業年度の販売費及び一般管理費のおおよその割

合は、販売費28％、一般管理費72％であります。

　当事業年度の主要な費目および金額は、次のとおり

であります。

代理店育成料    127百万円

発送保管費 240

外部委託手数料 311

販売促進費 231

人件費 805

人件費の主な内訳  

（役員報酬） (105)

（給与及び手当） (463)

（従業員賞与） (7)

（賞与引当金繰入額） (101)

（退職給付引当金繰入額） (3)

（役員退職慰労金） (4)

※２　主な営業費用の内訳　

　当事業年度の主要な費目および金額は、次のとおり

であります。

不動産賃貸費用 113百万円

外部委託手数料 272

人件費 301

人件費の主な内訳  

（役員報酬） (85)

（給与及び手当） (143)

（従業員賞与） (17)

（賞与引当金繰入額） (28)

（退職給付引当金繰入額） (△5)

  

※３　　　　　　　 ──────　　　　　　　　  　　　　　　　　 ※３　関係会社との取引に係るものは次のとおりです。　　　

　　　　

配当金収入 639百万円

業務請負収入 536

ロイヤリティ収入 290

不動産賃貸収入 187

※４　固定資産売却損の内訳　　　　　　　　　  　　　　　　　　

車両運搬具 0百万円

計 0

※４　　　　　　　 ──────　　　　　　　　　  　　　　　　　　

※５　固定資産除却損の内訳                        

建物 1百万円

工具器具備品 0

計 1

※５　固定資産除却損の内訳                        

建物 2百万円

工具器具備品 0

商標権 6

計 9

※６　　　　　　　　────── ※６　主にギフト卸売事業の当社企業グループ外への譲渡

に伴う同事業の整理等による損失であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 1,653 0 － 1,654

合計 1,653 0 － 1,654

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 1,654 0 － 1,654

合計 1,654 0 － 1,654

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件については、平成18年6月1日㈱シャルレへの

リース契約の地位承継に伴い、当事業年度末において残高

はありません。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額

未経過リース料については、平成18年6月1日㈱シャルレへ

のリース契約の地位承継に伴い、当事業年度末において残

高はありません。

 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料       19百万円

減価償却費相当額 18

支払利息相当額 1

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

 

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありません。

　

 

（有価証券関係）

　前事業年度および当事業年度における子会社および関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(1）流動の部

繰延税金資産  

賞与引当金      10百万円

その他 4

繰延税金資産の計 14
  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 2

繰延税金負債の計 2

繰延税金資産の純額 　 12

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

(1）流動の部

繰延税金資産  

事業整理損      118百万円

未払金 82

その他 18

繰延税金資産小計 219

評価性引当額 △1

繰延税金資産の計 218

(2）固定の部

繰延税金資産  

債務保証損失引当金      936百万円

関係会社株式 983

繰越欠損金 175

商品 81

その他 157

繰延税金資産小計 2,334

評価性引当額 △2,029

繰延税金資産の計 305

　  

繰延税金負債  

　その他有価証券評価差額金 6

繰延税金負債の計 6

繰延税金資産の純額 298

(2）固定の部

繰延税金資産  

繰越欠損金    1,858百万円

関係会社株式 1,127

貸倒引当金 110

その他 40

繰延税金資産小計 3,137

評価性引当額 △3,054

繰延税金資産の計 82

　  

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率 40.6％　　

（調整）  

評価性引当額 △38.1％

交際費等永久に損金に算入されない項目   △0.5％

住民税均等割  △0.1％

過年度法人税等（当期認容額を控除） 0.9％

その他 　 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　　2.9％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異原因

法定実効税率  40.6％　　

（調整）  

評価性引当額 △51.2％

交際費等永久に損金に算入されない項目 12.7％

住民税均等割   △0.0％

控除不能源泉所得税 △3.1％

その他 △0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △1.0％
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（企業結合等関係）

　「第５　経理の状況」１「連結財務諸表等」の注記事項（企業結合等関係）に記載しております。

（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額            1,047円55銭                 887円48銭

１株当たり当期純損失金額      231円01銭    104円39銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益につきましては、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左

　（注）１　前事業年度および当事業年度の各数値は自己株式数を控除して算出しております。

２　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純損失

　　　　　　　　　　　　（百万円）
4,477 2,023

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失

　　　　　　　　　　　　（百万円）
4,477 2,023

普通株式の期中平均株式数　（千株） 19,380 19,380

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 該当事項はありません。 　　当社は、レディースインナー等卸売事業の吸収分割による事業持株会社

への移行に関して、平成20年4月30日開催の取締役会において、平成20年

10月1日を効力発生日とした「吸収分割契約」を締結することを決議

し、同日これを締結いたしました。また、吸収分割時に、当社は㈱シャル

レに商号変更する予定です。

　　なお、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会において、吸収分割およ

び定款一部変更の件が承認されました。

　

(1）当該分割の目的

　当社企業グループは、平成18年6月1日付にて純粋持株会社体制に移行

し、レディースインナー等卸売事業の㈱シャルレとギフト卸売事業の㈱

エニシルを中心に運営してまいりました。平成19年11月30日付で、㈱エ

ニシルを新設分割し、ギフト卸売事業を当社企業グループ外の会社に譲

渡したことに伴い、当社企業グループをレディースインナー等卸売事業

を中心とした「豊かさを実感できる商品・サービスを通じて、女性の美

と健康に貢献する企業グループ」として、再編成を行いシャルレという

ブランドを最大限に活かし価値を高めていくための方策について検討

を重ねてまいりました。
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 　その結果、当社といたしましては、レディースインナー等卸売事業のさ

らなる強化とともに、それと連動する関連事業の育成を通じて当社企業

グループの価値を向上させることが必要と考え、シャルレブランドの強

化と愛用者の拡大を目的とする訪販事業を中心とした企業グループ運

営に再編することにいたしました。

　再編の方法として、当社企業グループの主たる事業会社である㈱シャ

ルレが行っているレディースインナー等卸売事業を会社分割して当社

に承継させることにより、当社は事業持株会社体制へ移行いたします。

　当社は、事業持株会社体制への移行により、意思決定の迅速化、重複コ

ストの削減や経営資源の効率的な配分・運用を行うことで、当社企業グ

ループの価値の拡大を図り、連結業績の向上に努めてまいります。

　

(2）当該吸収分割の相手会社についての事項

　（平成20年3月31日現在）

名称 株式会社シャルレ

事業の内容 レディースインナーを主体とす

る衣料品及び化粧品等の販売

（卸売）

住所 神戸市中央区港島中町七丁目７

番１号

代表者の氏名 代表取締役社長　林　勝哉

資本金の額  　480百万円

純資産の額  7,440百万円

総資産の額 12,299百万円

　

　 (3）当該吸収分割の方法

　当社を承継会社とし、当社完全子会社であります㈱シャルレを分割会

社とする吸収分割であります。

　なお、吸収分割時に、当社は㈱シャルレに商号変更する予定です（商号

変更については、平成20年6月25日開催の当社定時株主総会において定

款変更が承認されました）。

　また、分割会社（現シャルレ）は㈱ＢＣ（ビーシー）に商号変更し、非

承継の財産や契約を整理していき、解散することを予定しております。

　

(4）吸収分割承継会社となる会社についての事項

　（平成20年3月31日現在）

名称

　

　

株式会社テン・アローズ

（平成20年10月1日付で株式会

社シャルレに商号変更予定）

事業の内容 子会社の経営管理等

住所 神戸市中央区港島中町七丁目７

番１号

代表者の氏名 取締役兼代表執行役社長　

林　勝哉

資本金の額  3,600百万円

純資産の額 17,199百万円

総資産の額 17,618百万円
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 86,400 74

㈱ヒューモニー 400 20

㈱ラピーヌ 66,000 8

東洋キャピタル㈱ 120 7

その他２銘柄 62 0

計 152,982 109

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券 その他有価証券

普通社債   

第11回　住友電装普通社債 200 199

小計 200 199

投資有価証券 その他有価証券

ユーロ円債   

ルクセンブルグ国家貯蓄銀行 500 493

Kommunalkredit Austria AG 500 462

Commonwealth Bank of Australia 500 450

Kommunalkredit Austria AG 500 446

Kommunalkredit Austria AG 500 407

ルクセンブルグ国家貯蓄銀行 500 403

ルクセンブルグ国家貯蓄銀行 500 362

  小計 3,500 3,028

計 3,700 3,228

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券 その他有価証券

（証券投資信託の受益証券）   

国際マネー・マネージメント・ファ

ンド
1,568,646,201 1,568

大和マネー・マネージメント・ファ

ンド
999,582,087 999

りそなマネー・マネージメント・

ファンド
300,115,288 300

小計 － 2,868
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種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券 その他有価証券

（証券投資信託の受益証券）   

ジャパンエクセレント投資法人 200 121

森トラスト総合リート投資法人 68 58

ＪＰＭグローバル・ＣＢ・オープン

’95
5,000 46

日本コマーシャル投資法人 100 38

ジャパンリアルエステイト投資法人 29 33

日本ロジスティクスファンド投資法

人
22 14

（投資事業有限責任組合契約に基づく　

権利）
  

ＪＡＩＣ－ジャパン２号 1 6

その他２銘柄 3 10

小計 － 330

計 － 3,198
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 4,498 6 4 4,501 3,079 91 1,422

構築物 166 － － 166 146 2 19

工具器具備品 31 － 2 29 18 3 10

土地 1,009 － － 1,009 － － 1,009

有形固定資産計 5,705 6 6 5,705 3,243 96 2,461

無形固定資産        

商標権 35 － 6 28 20 2 8

ソフトウェア 24 － － 24 21 1 3

無形固定資産計 60 － 6 53 42 4 11

長期前払費用 8 － 8 － － － －

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 107 271 － 107 271

賞与引当金 24 28 24 － 28

役員退職慰労引当金 17 － － 12 4

債務保証損失引当金 2,303 － 2,303 － －

　（注）１　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替による戻入額であります。

 　　　 ２　役員退職慰労引当金の当期減少額（その他）は、過去の引当計上額と平成20年6月25日開催の当社定時株主総会

において承認された支給議案額との差額であり、今後、支給予定がないため、取り崩したものであります。

 　　　 ３　債務保証損失引当金の当期減少額（目的使用）は、事業整理損への振替によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 －

預金  

当座預金 134

普通預金 60

通知預金 75

定期預金 600

小計 869

合計 869

ロ　関係会社株式

内訳 金額（百万円）

㈱シャルレ 6,040

香羅奈（上海）国際貿易有限公司 397

青島心和紡織有限公司 145

㈱トランスメソッド 131

その他 0

計 6,715

負債の部

該当事項はありません。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日  　 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

 　 ３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　本店および全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　本店および全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典
３月31日現在の所有株式1,000株以上の株主に対して、年１回子会社商品を

贈呈する。
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第７【提出会社の参考情報】

１　【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２　【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1） 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第32期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年６月29日

近畿財務局長に提出。

(2） 半期報告書 （第33期中）自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月21日

近畿財務局長に提出。

(3) 臨時報告書 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第12号及び第19号（営業拠点移転費

用、子会社株式評価損、債務保証損失等）に基

づく報告書

平成19年４月27日

近畿財務局長に提出。

　 　 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第12号、第16号及び第19号（子会社株

式譲渡）に基づく報告書

平成19年９月21日

近畿財務局長に提出。

　 　 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条

第２項第７号（吸収分割）に基づく報告書

平成20年１月31日

近畿財務局長に提出。

(4) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

　事業年度（第32期）（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に

係る訂正報告書

　事業年度（第32期）（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に

係る訂正報告書 

平成19年９月28日

近畿財務局長に提出。

 

平成19年11月５日

近畿財務局長に提出。

  

(5) 臨時報告書の 

訂正報告書 

　平成19年９月21日提出の臨時報告書（子会

社株式譲渡）に係る訂正報告書 

　平成20年１月31日提出の臨時報告書（吸収

分割）に係る訂正報告書 

平成19年９月28日

近畿財務局長に提出。 

平成20年５月１日

近畿財務局長に提出。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成19年６月27日

株式会社テン・アローズ    

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　 川　 郁　 夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾　 仲　 伸　 之　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テ

ン・アローズの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テン・アローズ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成20年６月25日

株式会社テン・アローズ    

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　 川　 郁　 夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾　 仲　 伸　 之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テン・アローズの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

テン・アローズ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成19年６月27日

株式会社テン・アローズ    

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　 川　 郁　 夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾　 仲　 伸　 之　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社テ

ン・アローズの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テン

・アローズの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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 独立監査人の監査報告書 
　 　 　

   平成20年６月25日

株式会社テン・アローズ    

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　 川　 郁　 夫　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾　 仲　 伸　 之　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社テン・アローズの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テン

・アローズの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、平成20年6月25日開催の定時株主総会において、平成20年10月1日付けでグループの主た

る事業会社である株式会社シャルレが行っているレディースインナー等卸売事業を吸収分割により会社が承継することが

承認された。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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